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道路舗装は複数の層から成る構造物であり，下の層の健全度が低下すると，表面の層を打ちかえるだけ

では，早期に損傷が再び発生し，LCCの観点からみると非効率となる場合がある．現在，舗装構造の健全

度評価については，衝撃式たわみ測定装置（FWD）によるたわみ量が用いられているが，測定に時間を要

することに加え，静止した状態で測定を行うため，交通規制が必須である． 

舗装チームでは，より簡易にかつ効率的にたわみを測定する手法として，海外技術を参考に移動式たわ

み測定装置（MWD）の開発をすすめている．本報では，これまでのMWDに関する研究成果と実用化に向

けた現在の取り組みについて紹介する． 

 

キーワード  舗装，健全度評価，たわみ，移動式たわみ測定装置  

 

 

1.  はじめに 

 

高度経済成長期に集中的に整備された膨大な道路スト

ックの多くが建設後30年経過している．人口減少に伴う

技術者の不足が懸念されるなか，膨大な道路を管理する

ためには，より効率的な道路の点検手法の確立が求めら

れる． 

現在，舗装の点検による構造評価についてはひび割

れによる評価が行われているが，ひび割れによって確

認できるのは表層や基層といった上部の層の劣化の状

況であり，路盤以下の層の支持力の低下については十

分に評価できていない．しかし，雨水などの影響で路

盤層以下の支持力が低下すると，舗装は交通荷重を十

分に支えることができないため，路面の早期劣化や路

盤層以下の損傷の拡大を招くことになる．このため，

定期的に路盤層以下も含む舗装の支持力について評価し

構造的破壊が発生する前に対策を施すことが，維持管理

の観点から重要である． 

現在，路盤層以下を含む舗装全体の構造評価手法とし

て，図-1に示すFWD(Falling Weight Deflectometer)が広く用

いられている．FWDは重錘を落下させて舗装に生じる

たわみを測定し，各層の支持力を評価する装置であるが，

落下地点毎の測定であるため，連続して舗装の健全性を

把握することができず，局所的に支持力が低下している

箇所を見逃す可能性がある．また，1点の測定に2～3分

の時間を要し交通規制が必要なため，極めて非効率であ

る． 

こうした背景の中，土木研究所では移動しながら舗装た

わみを測定する装置として，移動式たわみ測定装置

(Moving Wheel Deflectometer)(以下「MWD」という)の開発

を進めてきた． 

 

 
図-1  FWD  ( Falling Weight Deflectometer) 

 

本報では，これまでのMWDの開発状況と実用化に向

けた現在の取り組みについて紹介する． 

 

 

2.  MWDの開発 

 

(1)  MWDの概要 

MWDは，車両の輪荷重によって舗装に生じるたわみ

を，走行しながら測定する装置である． 

表-1に海外における移動式たわみ測定装置を示す．こ

れらの技術は既に実用化されている1)ものの，車体が大

きいため一部の高規格幹線道路や国道でしか測定を行う

ことができない．従って日本において同様の測定技術を

普及させるためには，日本の道路事情に適合した装置の 

表-1  海外の移動式たわみ測定技術 

 

名称 開発国 車両全長

Rolling Wheel Deflectometer

(RWD)
アメリカ

53ft

(16.2m)

Road Deflection Tester

(RDT)
スウェーデン 8.95m

Traffic Speed Deflectometer

(TSD)
デンマーク 14.9m

名称 開発国 車両全長

Rolling Wheel Deflectometer

(RWD)
アメリカ

53ft

(16.2m)

Road Deflection Tester

(RDT)
スウェーデン 8.95m

Traffic Speed Deflectometer

(TSD)
デンマーク 14.9m
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図-3 荷重車をベースにした試作機（1号機） 

 

開発が必要である． 

 

(2)  MWDの測定原理 

続いて，MWDによる舗装たわみの測定原理について

説明する．舗装のたわみを測定する手法の1つとして，

ドップラー振動計によるものがある．ドップラー振動計

は，レーザー光の入射光と反射光のドップラー効果によ

る周波数変化を利用して，対象物の振動速度を測定する

装置である．従って，ドップラー振動計で直接測定でき

るのは，舗装のたわみではなくたわみ速度である． 

図-2にドップラー振動計によるたわみ測定のイメージ

を示す．ドップラー振動計によって得られるたわみ速度

𝑑𝑤 𝑑𝑡⁄ と車両速度𝑣から式(1)のようにたわみ角𝑑𝑤 𝑑𝑥⁄

を求めることができる． 

𝑑𝑤

𝑑𝑥
=

𝑑𝑡

𝑑𝑥
∙

𝑑𝑤

𝑑𝑡
=

1

𝑣
∙

𝑑𝑤

𝑑𝑡  (1) 

このたわみ角を積分することでたわみ形状𝑤(𝑥)を算

出することができる．MWDではたわみ形状をガウス関

数で近似し係数を算出している． 

 

(3)   試作機の作製と振動ノイズ除去手法の検討 

MWDを実際に開発するにあたり，はじめに土木研究

所の舗装走行実験場にて促進載荷試験に用いる荷重車を

ベースとした試作機（以下，1号機）を製作した．図-3

に1号機の外観を示す． 

図-4に示す土木研究所構内の外周路にて1号機を用い

て測定を実施し，FWD試験の結果と比較したところ，

車両の振動と思われるノイズ成分により，測定結果に大

きな差異が生じた．そこで，レーザー変位計の測定値に

対しスペクトル解析を行った．図-5に解析結果を示す．

図中のD1，D4，D7はセンサーの番号である．2~3Hz付

近の成分が卓越しており，この部分が車体の振動成分で

あると考えられる．舗装のたわみに比べ車体の振動は非 

 
図-4 土木研究所構内の測定区間 

 

 
図-5  測定値のスペクトル解析結果 

 

 
図-6  ウェーブレット解析によるノイズ除去 

 

常に大きいため，たわみを正確に求めるにはこの振動成

分を取り除く必要がある． 

はじめに，センサーの架台にインシュレータやゲルマ

ットを用いたハード的振動対策を施したが，かえって

様々な振動成分が増大するという結果となった．そこで，

センサーの架台は車両に剛結させることで車体とセンサ

ーの振動を一致させ，振動成分は離散ウェーブレット解

析によるソフト的振動対策により除去することとした． 

離散ウェーブレット解析は時系列周波数解析の手法の1

つで，ウェーブレットと呼ばれる短い波の集合体として

データを解析する．図-6にノイズ除去のイメージを示す．

上下方向の加速度がフラットになるようにフィルタを設

定し，センサーの測定値に対して設定したフィルタを適

用することで車両の振動成分を概ね取り除くことができ

ると考えた． 

土木研究所構内における測定結果に対し，離散ウェー

ブレット解析による振動の除去を行い，たわみを算出し

た結果を図-7に示す．MWDたわみ量はFWDのたわみ 

約1,500m

計測データ フィルタリング後

上下加速度

センサー測定値
同じフィルタ
を適用

 
図-2 ドップラー振動計によるたわみ測定手法 

入射光
反射光 ドップラー振動計

上向きのたわみ速度下向きのたわみ速度

走行速度
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図-7  土木研究所構内道路での測定結果（1号機） 

 

 
図-8   実道を走行可能な試作機（2号機） 

(左：車両外観，右：車両内部) 

 

 
図-9  土木研究所構内道路での測定結果（2号機） 

 

量と概ね一致し，離散ウェーブレット変換によって車両

振動成分を除去できていることが確認された． 

 

(4)   実道を走行可能な試作機の製作 

ここまで使用した促進載荷試験用の荷重車は，実道を

走行することができない．MWDを実用化するにあたっ

ては，実道を走行可能な装置の開発および検証が不可欠

であるため，図-8に示すような，8tの中型車にセンサ類

を移設し，新たな試作機（2号機）を製作した． 

図-9に2号機を用いて同様に構内道路を測定した結果

を示す．図-7の1号機による測定結果と比較すると，

FWDによるたわみ量が小さい箇所で過大にたわみ量を

評価する区間があり，全体的に測定精度が低下している

ことが分かった．従って，MWDの実用化にあたっては，

この測定精度の改善手法について検討する必要がある． 

 

 

3.   実用化に向けた検討 

 

(1)  課題の整理 

2号機の測定精度が1号機よりも低くなった原因として

は，概ね以下のような事項が考えられる． 

a)  車両の振動によるセンサ測定値の飛び 

 
図-10  車両振動による測定値の飛び 

 

 
図-11  センサの角度とたわみ速度の関係 

 

測定に使用した2号機は，サスペンションにリーフス

プリング(板バネ)を使用しており，走行中の振動が非常

に大きい．図-10に示すように，路面の凹凸（平たん性）

が大きい箇所で車両が振動した際，測定値がセンサの許

容レンジを越えてしまうと，測定値が飛んでしまう．ま

た，現在使用しているドップラー振動計は，測定値に対

して遅い変化を捉えるよう特殊な処理が行われており，

一度値が飛んでしまうと数十秒間復帰しない．この飛び

を残した状態でたわみを算出すると，当然測定したいた

わみとは大きくかけ離れた値となってしまう． 

 

b)  走行中の車両の姿勢変化 

ドップラー振動計の受信部は，厳密には真下を向いてい

るわけではなく，垂直方向に対して2~3°程度の角度を

つけた状態で取り付けられている．従って，図-11に示

すように，測定した値には車両の速度成分が含まれてお

り，以下の式(2)に従い，センサの測定値𝑢から車両の速

度成分𝑣sin𝜃を取り除く必要がある． 

𝑑𝑤

𝑑𝑡
≈ 𝑢 − 𝑣sin𝜃 (2) 

現在は，走行中のセンサの角度は一定であるという仮

定のもと，測定前に𝜃を求め速度成分を除去しているが，

当然車両は走行中に姿勢が変化するため，𝜃は一定でな

い．そのため，特に姿勢の変化が大きくなる箇所につい

ては特に誤差が大きくなると考えられる． 

 

(2)  課題解決に向けた取り組み 

以上で説明した課題に対して，土木研究所では2016年

4月より民間企業数社と共同研究を実施し，実用化に向 
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図-12  板バネとエアサスペンションによる上下加速度の比較 

 

 
図-13  上下加速度のスペクトル解析結果の比較 

 

けた検討を進めている．本節ではその成果の一部につい

て紹介する． 

a) サスペンションの種類の検討 

センサの飛びを抑えるためには，センサ自体を改良す

るか，振動の少ない車両を使用する方法が効果的である

と考えられる．そこで，2号機と同型でサスペンション

の異なる（エアサスペンションを使用した）車両を使用

し研究所の構内道路を走行し，上下方向加速度について

2号機と比較を行った． 

図-12および図-13に，時速40km/hで走行し車両の上下

方向の加速度およびそのスペクトル解析結果を比較した

結果を示す．上下方向の振動については，エアサスペン 

ションを用いることで，板バネを使用時に生じていた

高周波の大きな加速度が低減されることが分かる．続い

てスペクトル解析結果を見ると，1~10Hz付近の周波数の

振動が低減されていることも確認でき，離散ウェーブレ

ット解析によるノイズ除去を行う上でも優位であること

が推察される． 

b)  レーザー変位計による車両姿勢の測定 

ドップラー振動計の動的な角度変化を計測するために

は，走行中の車両の姿勢を計測する必要がある．計測手

法としては，ジャイロセンサを使用する方法が一般的で

あるが，非常に高価であるため，将来的な実務での適用

を考えると費用面での課題がある．そこで，レーザー変

位計を用いて簡易に車両の姿勢を測定する方法について，

検討を実施した． 

図-14にレーザー変位計を用いた車両の姿勢計測方法

を示す．2つのレーザー変位計による地面との距離をh1，

h2，センサー間の距離を𝐿とするとき，車両の地面に対

する角度𝜃は以下の式(3)で求めることができる． 

 

 
図-14  レーザー変位計による車両の姿勢測定 

 

  
図-15  レーザー変位計による角度と実際の角度の比較 

（左：密粒度舗装，右：ポーラス舗装） 

 

𝜃 = arctan (
ℎ2 − ℎ1

𝐿
 ) (3) 

検討においては，一般的なアスファルト舗装である密

粒度舗装と空隙の多いポーラス舗装の2種類の路面上で，

静止させた車両の後軸をジャッキアップさせて角度変化

させながら測定を行い，傾斜計との値の比較を行った． 

図-15に測定結果を示す．密粒度舗装では，レーザー

変位計によって測定した角度と実際の角度に極めて高い

相関性が見られた．一方で，ポーラス舗装では測定値に

ばらつきが見られ，車両の姿勢を推定することは困難で

あることが分かった．この原因としては，ポーラス舗装

は空隙が多く，路面の凹凸が大きいことが考えられ，今

後，変位計の個数を増やすなど，さらに検討を進める予

定である． 

 

 

4.  おわりに 

 

本稿では，土木研究所で開発し実用化を検討中の移動

式たわみ測定装置について，開発経緯，FWDとの比較

による精度の検証および課題の整理，さらに実施中の検

討について紹介した． 

今後も引き続き実用化に向けた検討を行い，舗装の効

率的な健全度把握を可能に技術の普及を目指す予定であ

る． 
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別紙－１ 

走行型トンネル点検車両を用いたトンネル点検

業務の効率化について 
 
 

松本 章1・小曽根 晃1・小坂 理緒1 
 

1東北地方整備局 福島河川国道事務所 工務第二課 （〒960-8584 福島県福島市黒岩字榎平36番地） 

 

 道路整備の発展と技術の進歩により、わが国のトンネルは1960年以降急激な伸びで建設され

た。そのため、建設後50年を超えたトンネルが増大し、劣化の進んだトンネルが増えている。

一方で、新設のトンネルも増え、点検回数が増えているのは周知の事実である。また、現在の

トンネル点検方法である近接目視点検は、時間がかかることや、覆工背面は目視で点検できな

いなどの課題がある。今回、前述の課題に対応するため近接目視点検を補完する技術として、

走行型計測を用いた点検を行い、実用性の検証結果の報告と今後のトンネル点検業務の効率化

について述べる。 
 

キーワード トンネル点検，維持管理，老朽化，新技術  
 

 

1.  はじめに 

 

 わが国のトンネルは、道路整備の発展とトンネル技術

の進歩とともに、1960年（S35年）以降急激な伸びで建

設されており、2013年4月時点のトンネル個数は約10,200、

総延長4,100kmに達している（注1）。供用開始年代別の

トンネル個数でみると、1985年（S60年）以前に建設さ

れ、供用後30年以上経過したトンネルが約57%（約5,800

箇所）に及んでいる（同）。 

 H25年12月の笹子トンネル事故にみられるように、ト

ンネル部材の経年劣化が問題となっており、今後、建設

後50年を経過したトンネルが増大していくなかで、劣化

の進んだトンネル（Ⅲ判定のあるトンネル）が増え、点

検頻度が増大することが必至である。 

 Ⅲ判定が増えることは早期に対策を必要とするトンネ

ルが増えることであり、その対策工を実施しても、Ⅲ判

定の予備群であるⅡa判定が多く存在することから、点

検の効率化と計画的な対策工の実施を進める必要がある。 

一方、新設の長大トンネルも増える傾向にあり、点検の

初期値を正確にかつ迅速に記録する必要がある。したが

って、老朽化の進んだトンネル群の変状の進行を的確に

計測できる点検方法と新設トンネルの初回点検を精度よ

く、効率的に実施することが重要である。 

 

2.  点検の効率化 

(1)   走行型計測によるトンネル点検方法 

 走行型計測は、MISカメラとレーザー測量器、および

電磁波探査器を搭載した車両によって、トンネル内を走

行し「トンネル覆工表面画像」「トンネル断面測量」

「覆工巻厚・背面空洞」を同時に計測するシステムであ

る。断面測量データは、人工衛星のGPSとリンクしてお

り、測量座標は３次元座標値としてデータ化され、複数

回の計測値の比較によって、断面変形の進行性やひび割

れの進展等を評価することができる。また、壁面画像か

ら視覚的なデータとして、ひび割れ、目地部の剥離、漏

水、照明設備や導水工の破損等を検知することができる。

この計測車両システムは、時速70km/hの走行速度で、一

般車両と供用車道内で計測を実施できるため、交通規制

を必要としない。このことから一般車両交通への影響を

回避でき、かつ近接目視点検では得られない「ひび割れ

の詳細かつ面的な情報」「トンネル断面の変形モードの

取得」「覆工厚さ、空洞の有無」を短時間に計測できる

ことから点検の効率化に大きく寄与できる。 

図1,2,3に走行型計測車両の機器を示す。 

図-1 計測車両の側面部 
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(2)   計測できる取得データ 

a) 壁面画像データ 

 20台搭載したMISカメラによって、覆工面の画像を撮

影し、つなぎ合わせることによって壁面展開画像を作成

する。 

 撮影画像は、0.2mm～0.3mm以上のひび割れを検出で

き、近接目視によって得られたひび割れ幅情報と合わせ

て変状展開図を作成する。近接目視点検時のひび割れの

撮影、スケッチ時間を大幅に縮小することができる。 

b) トンネル断面計測 

毎秒100万点照射するレーザー測距器によって、トン

ネル断面を点群データとして測量し、トンネル断面形状

を把握する。これによってトンネル断面の変形モードを

把握し、ひび割れ位置と合わせて比較検討することによ

って、ひび割れの発生原因が地圧（水圧）作用の外力性

であるかどうかを評価することができる。 

時間を経て複数回の断面測量を行う場合は、計測断面

そのものの差分を算出し、変位の進行があるかどうかを

検討できるが、１回の計測においてはトンネル全線の平

均断面と対象スパンの断面を比較することで、天端沈下

傾向があるか、側壁の押し出し傾向があるか等を検討し、

かつひび割れの有無、ひび割れの性状（開口か、圧ざ

か）を判定し、外力性かどうかを判定する。 

c) 覆工厚さ・覆工背面空洞探査 

搭載した電磁波探査器を用いて、走行しながら非接触

により覆工厚さおよび覆工背面空洞の有無を探査する。

現況では覆工面から45cmの深さ方向の波形解析が有効で

ありNATMの覆工厚さ30cmの有無、突発性崩壊の危険性を

判断する30cm以下の覆工厚さの有無を有効に判定できる。 

 

 

 

 

 

図-2 後面の計測機器 

図-3 計測機器図 
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3.  計測結果 

 

 今回の計測で 大笹生トンネル、および栗子トンネル 

の計測を行った。栗子トンネルの計測結果を以下に示す。 

新設トンネルであるため覆工面は極めて健全であるが、 

天端の縦断方向に0.3mm以下のひび割れがある箇所や、

坑口部の天端に縦断方向の複数の密集した微細なひび割

れが計測できた。 

 

(1)  栗子トンネル 

 栗子トンネルは、天端ひび割れはあるが、福島側に少

なく、山形側に多い傾向がある。図4に覆工のひび割れ

分布状況を示す。 

 天端のひび割れは「0.3mm未満の微細なひび割れ」で

あり（図-6 Y241スパン）、1mm程度のひび割れは注入

補修が実施されている（Y241灰色のひび割れ跡）。ひび

割れのある箇所は「火山礫凝灰岩～流紋岩」区間であり、

特にひび割れ密度の多い箇所は「火山礫凝灰岩と流紋岩

の地層堺」のようである。しかし、ひび割れが多く分布

するその区間の断面計測結果からは、天端沈下変形のよ

うな外力性変形モードはない（図-5）。 

 図-6にY241スパンの画像展開図を示す。微細なひび割

れと亀甲状のひび割れが混在するが、変形モードがない

こと（赤色破線部にひび割れ分布と呼応する変形モード

がない）、0.3mm未満であることから構造上の問題とな

る可能性は低いと判断する。覆工点検の初期値として覆

工面のひび割れ分布範囲、亀甲状のひび割れの存在とそ

の範囲を面的に記録することが重要であり、今後の点検

時にその進展の有無を把握することが望まれる。 

 

(2)覆工厚さ・背面空洞調査（非接触電磁波探査） 

覆工厚さ、覆工背面空洞調査として、栗子トンネル天

端１測線、大笹生トンネル天端１測線、アーチ・SL4測

線の非接触電磁波探査を行った。図-7に栗子トンネルの

計測結果（一部）を示す。その結果、覆工厚さ30cmは確

保されており、大きな空洞（10cmを超えるもの）はほと

んどないとがわかった。空洞が懸念される箇所は、現況

図-4 栗子トンネルの天端ひび割れ分布状況 

図-5 栗子トンネルの天端ひび割れとコンター図 

図-6 栗子トンネル（Y241）の天端ひび割れ画像と展開図 
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において天端反力不足が原因となる「上に凸の変形モー

ド」はなく、かつ「圧ざひび割れ」もないことから空洞

が覆工構造上の弱点となっていないことがわかった。今

後、空洞が懸念された箇所を「接触型電磁波探査」にて、

詳細調査を行うことが望まれる。 

 

(3)  定期点検の効率化 

 近接目視・打音点検（定期点検）と並行して、走行型

計測による画像計測、断面計測、および非接触電磁波探

査を行うことにより、以下の点が効率化できた。 

・近接目視点検時の覆工面全体のひび割れを見落としな

く確認すること 

・スパン全体の展開図スケッチ時間の大幅な削減 

・展開図の精度向上 

・断面変形の有無の把握（外力性変状の有無の判断） 

・点検員の班編成の縮減（7人/班 →5人/班） 

・点検所要時間（約500m/日 →約1,000m/日） 

現地での点検時間、人員の縮減は図れているが、一方で、

走行計測データの解析、画像解析と貼り合せ等、計測後

の室内処理作業に2週間ほどかかり、その分の人件費が

発生する。この解析処理、画像作成処理は、今後さらに

効率化が必要な項目である。 

 

4.  まとめ 

 

本業務において新設長大トンネル（栗子トンネル

L=8,972m、大笹生トンネルL=2,090m）の走行型計測点検

を実施した。その結果、変状の種類としては天端にひび

割れがあり、微細な（0.3mm未満）の亀甲状のひび割れ

分布も確認された。しかし、ひび割れは断面計測の結果

から、外力性のひび割れではなく構造上の問題はないと

判断できた。また、初期点検として必要である見落とし

がなく、高精度の展開図作成ができ、展開画像と合わせ

て、次回点検の比較となる点検記録を作成できた。これ

らのデータは、GPSと連携し３次元座標を有しているこ

とから今後中長期の変形、変状について定量的に変位進

展を把握できる基礎データとして極めて重要であると判

断する。 

今後、東北中央自動車道の完成に伴い、新設長大ト

ンネル群の初回点検が必要となることから、本走行型計

測が近接目視打音定期点検の補完技術として実用化する

ことが期待できる。 

供用後のトンネル群においても、交通規制なしで計

測できることから点検の効率化として実用化することを

期待する。 

 

参考文献 

1)日本道路協会：平成 27年 6月道路トンネル維持管理便覧 本
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3)国土交通省 道路局 国道・防災課：道路トンネル定期点検

要領，2015.6 
4)パシフィックコンサルタンツ：事業紹介 走行型によるトン

ネル調査MIMM-R 
 

 

図-7 栗子トンネル 天端1測線の非接触電磁波探査結果 
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北の峰トンネルにおけるウォータータイト区間 

を含めた施工状況報告 
―トンネル周辺の地下水位回復に向けて― 

 
古市 圭典1・水野 亮介2 

 
1北海道開発局 旭川開発建設部 富良野道路事務所 工務課（〒076-0006 北海道富良野市字西扇山の1） 

2北海道開発局 旭川開発建設部 富良野道路事務所 計画課（〒076-0006 北海道富良野市字西扇山の1） 

                                
 
 旭川十勝道路のうち「富良野道路」にて現在施工中の北の峰トンネル（仮称）L=2,928mは、

周辺の水資源が豊富であり地下水環境への影響に配慮するため、全国的にも施工例が少ない真

円断面によるウォータータイト構造を採用している。 
 本トンネルの本体工が2017年3月に完了したため、その掘削実績と覆工の施工状況について報

告するものである。 
 

キーワード：トンネル、非排水構造、真円断面 

 

1.  はじめに 

（１）北の峰トンネルの計画 

旭川十勝道路は、旭川市から占冠村を結ぶ延長約

120kmの地域高規格道路として計画されている。北海道

縦貫自動車道および北海道横断自動車道と接続すること

により、北海道における広域交流ネットワークを形成し、

当該地域の交通円滑化、地域間連携や広域的な人流・物

流の活性化に寄与する路線である。（図-1,2参照） 

 富良野市内では、主要産業である農作物輸送の物流交

通や観光交通、沿道市街地から発生する域内交通が輻輳

し、慢性的な交通混雑が発生していることから、「富良

野道路｣（富良野市字学田～富良野市字上五区間・8.3km）

の整備を2002年度に事業着手している。 

「北の峰トンネル」（仮称、以下省略）は、「富良野道

路｣において計画されている延長約3kmのトンネル（図-

3参照）であり、2009年度から工事に着手している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  高規格道路・地域高規格道路網図 

 

 

図-2  旭川十勝道路位置図 

 

 

図-3  事業位置図 
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図-4  トンネル地質縦断図（過年度の地質縦断図）

 

 

（２）工法選定  

本トンネルの周辺は、芦別岳に代表される夕張山地

山麓の丘陵地で、広大な森林や豊富な地下水など豊かな

自然環境が保たれている。そのため、当地域においては、

自然環境が生み出す美しい景観や清らかな水の活用によ

り、リゾート運営や営農活動の展開とともに、市民の飲

料水確保など豊かな自然の恩恵を受けている。本トンネ

ルでは、この地下水環境の保全を目的として地下水位低

下を防止するため、ウォータータイト構造（非排水断面）

を用いた施工を進めている。ウォータータイト構造の施

工区間は延長550mで計画されており、耐水圧断面とな

るため円形断面（真円断面）で掘削を行った。地質状況

は御料断層付近で，被圧帯水層である土砂状の砂礫層

（BT）が切羽全面を占め、その区間は約100m連続し、

その後、切羽下部より風化した溶結凝灰岩が現れ，大部

分は亀裂の卓越した溶結凝灰岩層（Tk）が分布してい

た(図-4参照）。 
ウォータータイト区間の両側は縦断的な通水を抑制

するために、地上部より恒久的な止水注入を実施し、被

圧帯水層が確認された区間については掘削時の安定性を

保つために部分的な止水注入を行った（図-5参照）。 
ウォータータイト区間のトンネル構造は通常の区間

と異なり、地下水位回復により外周面から水圧が作用す

ることから、全周複鉄筋のコンクリート構造とした。二

次覆工の構造は、覆工の厚さt=50cm、鉄筋は、土砂部の

主鉄筋SD345D19、配力筋SD345D16、岩盤部の主鉄筋

SD345D16、配力筋SD345D13としている(図-6参照）。図-
7に各工種の施工割付を示す。掘削は上下半、インバー

トの3分割とし、断面下部には仮排水を設置した。防水

工は上半部、下半部の2分割施工とし、鉄筋工およびコ

ンクリート工はインバート、側壁、覆工の3分割施工と

した。 

 

 

 

 

図-5  止水注入縦断図 

 

 

 

図-6  トンネル断面図 

 

 

図-7  各工種の施工割付 

 

 

 

通常断面 耐水圧断面 
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２. 非排水構造区間の施工状況 

（１）掘削工およびインバート工 

非排水構造区間においては上下半掘削完了後にイン

バート部の掘削を行っている。インバート部の掘削は機

械配置や作業盤を考慮して坑口側からでなく切羽側から

後退するように掘削を行った(写真-1 参照）。インバー

ト防水工では、掘削を追いかける形で防水シートを敷設

し、敷設には専用のシート台車を使用した。防水シート

は、通常の馬蹄形断面のアーチ部に施工する際は

t=0.8mm シートを使用するのが一般的だが、非排水区間

においては、通常よりも厚い t=2mm の防水シートを使

用して施工している。インバート防水工の施工が完了後、

インバートの鉄筋工およびコンクリート工を実施した

(写真-2参照）。 

 
写真-1  インバート掘削状況写真 

 

写真-2  インバート完了全景写真 

 

（２）側壁 

a)側壁鉄筋の施工 

側壁鉄筋工は、インバート完了区間から構築を行う。

インバート工の立上り鉄筋からさらに約5m鉄筋を延長

させるため、作業足場として側壁鉄筋台車を使用した

(写真-3参照）。鉄筋を組立する際に通常使用する吊鉄

筋金具では地下水位回復後の被圧地下水によって施工箇

所から漏水を招く恐れがある。そこで吊鉄筋金具の代わ

りに非貫通治具「Ｋプレート・Ｋリング」を採用し、シ

ートに一切傷つけないようにした。Ｋプレートは強力ブ

チルテープ付きで防水シート接着面に貼りつけ固定した

(写真-4参照）。 

 

 

写真-3  側壁鉄筋施工状況 

 
写真-4  Ｋリング・Ｋプレート 

 

b)側壁コンクリートの施工 

 側壁コンクリートの型枠は専用の移動式スライドセン

トルを製作した。打設方法は、セントル近傍にコンクリ

ートポンプ車を配置し、セントル上部から型枠内へ筒先

を挿入し、打ち込みを行った(写真-5,6参照）。 

写真-5  コンクリート打設状況 

 

写真-6  側壁コンクリート完了全景 

Ｋリング 

Ｋプレート 

側壁セントル 

側壁鉄筋台車 
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（３）アーチ部 

 側壁施工完了後はインバート埋戻しを行いアーチ部の

施工に入る。 

a)アーチ防水工の施工 

上半防水工のシート敷設は専用のシート台車を使用

している(写真-7 参照）。防水シートはインバート部と

同様に通常よりも厚い t=2mm の防水シートを使用して

施工した。通常人力による敷設を行うが、今回の防水シ

ートは通常の防水シートよりも厚いため通常の約４倍の

重量がある。そのため、機械的にシート敷設が出来るよ

う台車に展張機を装備した。展張機はアーチ状のレール

を走行する構造とし、この展張機に防水シートをセット

し、自走させて防水シートを巻き出し、吹付面に貼りつ

けて施工を行った(写真-8,9参照）。 

防水シートには覆工施工後の漏水範囲を 1ブロック内

に限定させるため、漏水対策システムとして覆工の打継

目全周にウォーターバリアと呼ばれる隔壁を設けている

（図-8 参照）。加えて、防水シートの破損に対応する

ため、リペアシステムを採用し、水環境の保全に期した。

リペアシステムとはシート破損により二次覆工から漏水

が発生した場合、防水表面に設置したインジェクション

チューブよりウレタン系止水材を注入し、シート破損部

のある覆工ブロック全域を恒久的に止水するシステムで

ある。ウォーターバリアと併用することにより、止水材

注入範囲を限定できる。施工時は防水シートと同時にイ

ンジェクションチューブを併設し施工を行った(写真-
10,11参照）。 

 

  

写真-7 アーチシート台車  

 
      写真-8 防水シート敷設状況 

 

 

写真-9 アーチ防水工完了全景 

 

図-8  ウォーターバリア 

 

 

写真-10 アーチ防水工完了全景 

写真-11 リペアシステム注入口 

 

 

 

 

 

アーチシート台車 

注入ホース 
ｲﾝｼｪ゙ｸｼｮﾝﾁｭー ﾌ゙ 

吹付コンクリート 

覆工コンクリート 

防水シート 

覆工打継目 

隣接ブロックへの 

漏水 
止水 止水 

漏水 

打継目からの 
ウォーターバリア 

漏水を防止 漏水の排出を防ぐ 

展張機 

ウォーターバリア 
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b)アーチ鉄筋工の施工 

アーチ鉄筋は通常防水シートの敷設に使われるシー

ト台車を使用して組立を行った。側壁鉄筋との継手には

使用するモルタル充填方式の機械式継手を採用した(写

真-12 参照）。組立では側壁部でも使用したＫプレー

ト・Ｋリングを覆工アーチ部でも使用するが、鉄筋の自

重で鉄筋全体が下がってしまうため、ブチルテープでシ

ート面に接着固定することが難しい。そのため、弱部と

なる鉄筋の重ね継手には結束線の固定のほかに無溶接工

法の鉄筋締結定金具を使用して、横断方向の鉄筋のズレ

とＫプレート接着面の剥がれを防止した(写真-13参照）。 

 

 

写真-12 アーチ防水工完了全景 

 

 

写真-13 鉄筋締結金具 

 

 

写真-14  アーチ鉄筋工完了全景 

 

 

 

c)アーチコンクリート工の施工 

覆工コンクリートは標準断面で使用していたスライ

ドセントルを一部改造し、従来の方法と同様にコンクリ

ートポンプ車の配管圧送により打設を実施した(写真-
15,16参照)。 

 

 

写真-15 アーチコンクリート打設状況 

 

 

写真-16  アーチコンクリート工完了全景 

 

（４）仮排水閉塞 

トンネル施工中は水圧のかかっていない状況でトン

ネル全周に防水シート設置、インバートおよび側壁、覆

工の施工を行うことが出来るよう仮排水を設けていたた

め、覆工完了後、地下水位回復に向けて仮排水閉塞を行

った。閉塞作業は仮排水ピットの止水処理、及び仮排水

へのセメントミルクの充填完了後、ピット部分のインバ

ートコンクリート打設、埋め戻しを行い作業が完了した

（図-9参照）。 

また、排水区間とウォータータイト区間の境界は、

地下水位回復中および回復後に排水工区側へ湧水が流出

するのを防ぐ必要があるため、工区境処理を実施し、流

出箇所である防水シートと吹付コンクリート間を遮水す

る構造とした。 

機械式継手 
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図-9  湧水仮排水設備と工区境処理位置（縦断図） 

図-10  北の峰トンネル直上付近の地下水位観測結果 

３.今後の課題 

 トンネル本体工、及び仮排水閉塞作業が完了したこと

により、トンネル周辺の地下水位は回復し始めている。

図-10 のグラフは北の峰トンネル直上付近で観測してい

る地下水位のグラフであるが、2017 年 1 月 19 日に仮排

水の閉塞が完了し、施工時は最大 16m 程低下していた

水位が、2017 年 8 月下旬には約 11m 程度上昇している

ことが確認出来る。 

ウォータータイト構造による地下水位の回復につい

ては事例が少なく知見がほとんど無いため、今後も坑内

湧水量や周辺の地下水観測結果を総合的に判断しながら

効果検証に努めていきたい。 

 

４.おわりに 

本論文では、北の峰トンネルのウォータータイト構

造の施工実績についてとりまとめた。北海道ではウォー

タータイトトンネルの施工事例が少なく、特に真円形状

においては国内でも施工実績が少ない。知見が少ない工

法のため、施工方法の確立を目的に施工計画を十分に検

討し安全・確実な施工に努めた。施工時は大きなトラブ

ルも無く、安全に施工を進めることが出来た。今後はト

ンネル供用に向けた舗装工や設備工が残っているため、

これまでと同様に安全・確実な施工を実施したい。 

最後になりましたが、検討及び論文作成に際してご

協力を頂いた関係者の方々に感謝の意を表します。 

 

（参考文献） 

1) 山中昌也：三次元浸透流解析に基づくトンネル工法 
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2) 千葉哲也：帯水層におけるトンネル施工のための止 

水注入とその管理について：第55回北海道開発局技 

術研究発表会  

3) 小林 暁：帯水層における非排水構造トンネルの 

施工について：第56回北海道開発局技術研究発表会 

4) 齋藤宏樹：帯水層における非排水構造トンネルの 

施工について：第57回北海道開発局技術研究発表会 

5) 鹿嶋辰紀：北の峰トンネルにおけるウォーター 

タイト区間の施工状況について：第 59 回北海道開

発局技術研究発表会 

6) 柴田寛和：北の峰トンネルにおけるウォーター 
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国道 10号高鍋地区における ETC2.0データを 

活用した事故対策効果の検証 

 
北村 明政 1・山下 茜 1・鍬 淳司 2 

 

１九州地方整備局 宮崎河川国道事務所 調査第二課 （〒880-8523 宮崎県宮崎市大工 2丁目 39） 

2九州地方整備局 宮崎河川国道事務所 （〒880-8523 宮崎県宮崎市大工 2丁目 39） 

 

効率的・効果的な交通安全事業実施のためには、対策完了後速やかに効果検証を行い、逐次改

善を図ることが重要である。本稿では、高鍋地区事故対策事業の整備効果を、ETC2.0 データを

用いて検証する。当該区間は国道沿線に店舗等が連担する片側一車線の道路で沿道施設へ乗り

入れようとする右折車の直進阻害に起因する後続直進車の追突事故が頻発していた。当該事業

では、道路幅員構成を見直し、後続車両が右折待機車両を避けて通行できるよう広幅員路肩の整

備を行った。ETC2.0 データから急ブレーキ発生頻度と区間速度を抽出し、整備前後で比較する

ことで、対策効果の検証を行い、実際に効果を確認することができた。 

 

キーワード ETC2.0、効果検証、交通安全対策、広幅員路肩 

 

1. はじめに 

 

 平成 22年度の事故ゼロプラン導入を契機に、対

策完了後速やかに効果を検証し、PDCAマネジメン

トサイクルにより逐次改善を図ることの重要性が再

認識された。事故対策効果は交通事故データやビデ

オ調査等により検証することが一般的であるが、交

通事故データは蓄積に時間を要すること、ビデオ調

査は特定日の挙動に過ぎないこと等から、より早期

に信頼性の高い検証を行うことのできる手法が求め

られている。 

 一方、ETC2.0 は近年急速に普及が進んでおり、

国土交通行政においては、その活用が本格化してい

る。ETC2.0データは、車載器に関する情報等の基

本情報、時刻と位置情報からなる走行履歴、時刻、

位置情報、進行方向、速度、ヨー角速度、前後・左

右加速度からなる挙動履歴によって構成される。こ

れらのデータから経路や危険挙動の発生状況等様々

な情報を取得することが可能である。 

本稿では、平成 27 年度～平成 28年度に宮崎県高

鍋町で実施された事故対策事業を対象として、ETC 

2.0データを用いて行った対策効果の検証結果を報

告する。本検証のように広幅員路肩の整備効果を、

ETC2.0データを用いて検証した事例は、筆者らの

調査する限りでは見られない。 

 

 

2. 検証対象地区の概要 

 

検証対象地区は、宮崎県内を縦断する国道 10 号

の延長約 0.9km の区間（図-1）で、道路両側に飲食

店やパチンコ店等の商業施設が連担し（図-2）、沿

道施設への出入り交通が極めて多い。 

 対策前の死傷事故件数は 43 件（H23-H26）（図-

3）であり、死傷事故率は最大 952 件/億台キロを記

録し、早急な対策が求められていた。 
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図-1 対象区間 

 

 
図-2 沿道施設の連担状況 

 

 
図-3 事故件数推移 

 

 

3. 検証対象地区における事故要因と対策内容 

 

(1) 事故要因 

当区間で H16-H26に発生した事故の類型は、追突

事故が 74.4%と突出しており、宮崎河川国道事務所

管内全体の平均値である 64.6%と比較しても高い割

合を示していた（図-4）。当区間は先述のように沿

道に商業施設が連担しているため、沿道施設へ乗り

入れようとする右折車の直進阻害に起因して不規則

に滞留が生じ、後続直進車の追突事故が発生してい

ると考えられた。 

(2) 対策内容 

 単路区間における追突事故対策としては、路面標

示等による速度抑制や注意喚起が多いが、速度超過

が直接的な原因でない当区間では大きな効果が期待

できない。また、区間全体に沿道施設が連担し、特

定の場所に事故が集中しているわけではない（図-5）

ため、連続的に機能する対策が求められた。以上か

ら、沿道施設進入車両の待機時に、後続車が待機車

を避けて通行できる広幅員路肩（W=1.0m～1.5m）を

区間全体に整備する対策案が採用された（図-6）。 

 また、安全で安心な自転車利用環境創出のニーズ

が高まっている近年の状況を踏まえ、広幅員路肩部

には矢羽根を設置し、自転車の通行空間としても活

用することとした。なお、広幅員路肩の整備に当た

っては、歩行者交通が少ないことを確認した上で、

歩道幅員を 3.5mから 2.5mに縮小することで、新た

な用地を取得することなく整備を行った。 

 

 
図-4 事故類型別発生割合 

 

 

図-5 事故発生箇所 
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図-6 高鍋地区の事故対策 

 

4. 対策効果検証方法 

 

 事故対策の目的は事故の抑制であるため、本来は

事故件数の減少を検証すればよいが、追突事故等偶

発的な事象である事故は一般に 4年間の平均事故件

数で比較検証する必要があり、対策実施後に早期の

評価を行うことが困難である。従って、本検証では

早期に交通挙動の変化を把握し、事故対策効果を検

証可能な ETC2.0プローブデータを活用して対策効

果の検証を行った。 

 広幅員路肩整備後は、右折車両が待機していても

後続直進車両は回避して通行できる（図-7）ため、 

 

 

図-7 すり抜け状況 

不規則な滞留が減少し、平均速度が上昇すること、

急ブレーキが減少することが予想される。従って、

これら二項目に着目し、平均速度については DRM 区

間平均速度のデータを、急ブレーキについてはプロ

ーブデータを用いて効果検証を行っている他事例

1),2)を参考に、減速度が 0.3G を超えるものを急ブレ

ーキとし、挙動履歴の前後加速度のデータを用いて

検証した。 

 

 

5. 対策効果検証結果 

 

(1) 区間平均速度 

 検証の結果、上下ともに区間全体を通して、対策

前後で平均旅行速度にほとんど変化は見られなかっ

た（図-8）。区間平均速度は上りで 1.7km/h上昇、

下りで 1.6km/h 減少と上下線ともにほぼ横ばいだっ

た（図-9）。 

検証対象地区の事故要因は、沿道施設への右折待

機車両に起因して発生する不規則な滞留であるた

め、事故は沿道施設営業時間である昼間に集中して

発生していると推測される。平均速度が対策前後で
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ほとんど変化しない原因として、交通量が少なく、

平均速度が大きいと予想される夜間のデータの影響

が大きく表れていることが考えられる。したがって

追加検討方法として、例えば、昼間のデータから同

様に平均速度を比較することが考えられる。 

 

 

図-8 20mピッチにおける平均速度の変化 

 

 

図-9 区間平均速度の変化 

(2) 急ブレーキ発生頻度 

 上下線別に 20mピッチで集計した通行台数 100 台

あたりの急ブレーキ発生頻度を図-10に示す。対策

前は、下り車線を中心に区間全体で急ブレーキが発

生している。一方、対策後は、全ての区間で 4件/

百台未満になっていることが確認できた。これは、

上り側に施設が多いという事実とも整合している。 

区間全体での急ブレーキ発生頻度は、対策前の

215.7 件/百台に対して、対策後 39.5件/百台と 80%

以上減少した（図-11）。一方、同期間における検証

対象区間での事故発生件数は 10 件から 3件に減少

していた（図-12）。急ブレーキ発生頻度と事故発生

件数には関係性があるように見えるが、本検証は 3

ヶ月間を対象に行っており、一般に交通事故データ

分析には 4年間のデータ蓄積が必要なことを考える 

 

 

図-10 20mピッチにおける急ブレーキ発生頻度の変化 
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と、この一件のみから結論づけることは難しく、同

一区間において、検証期間を伸ばして継続的に検証

を行っていく必要がある。また、異なる事例につい

ても同様に、急ブレーキ発生頻度と事故発生件数の

相関関係を確認していく必要があるといえる。 

 

 
図-11 区間全体における急ブレーキ発生頻度の変化 

 

 

図-12 事故発生件数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. おわりに 

 

 平均速度については、想定していた平均速度の上

昇を確認することはできなかった。事故発生時間帯

が昼間に集中していると推測されることから、追加

検討方法として、昼間の ETC2.0データから同様に

平均速度を比較することが考えられる。 

 急ブレーキ発生頻度については区間全体を通して、

明らかに減少しており、対策効果を確認できた。 

 今後の課題としては、急ブレーキの発生頻度の現

象と事故発生件数の減少の相関関係の確認を行うこ

と、広幅員路肩による事故対策等類似事例の検討に

水平展開することが挙げられる。 
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建築工事完成後の故障・不具合発生傾向について 
―過去の対応記録から傾向を探る― 

 
 

山本 章博1・竹井 章2・畠山 説子2 
 

1北海道開発局 函館開発建設部 施設整備課 （〒040-8501 北海道函館市大川町1番27号） 
2北海道開発局 営繕部 技術・評価課 （〒060-8511 北海道札幌市北区北8条西2丁目） 

 

 営繕部では国民の共有財産である官庁施設に関して、良質な施設及びサービスを効率的に提供することを

目標に施設整備を行っており、更には施設完成後は初期不良や後々発生する故障・不具合の相談等に対応し

ている。そこで営繕部が整備した施設の故障・不具合対応記録の部位及び事象に着目し、統計的に整理する

ことで、故障・不具合の発生傾向を考察する。 

 

キーワード 故障、不具合、フィードバック 

 

 

1. はじめに 

 

 北海道開発局営繕部は、北海道全域を管轄区域として、

国民の共有財産である官庁施設（国家機関の建築物等）

の有効活用のための調査・計画、良質な官庁施設の整備、

及び官庁施設の保全状況の調査と指導などの業務を実施

している。これらの施設の保全を計画的かつ効率的に実

施し、必要な機能や安全性が確保されれば、建築物の寿

命を延ばし、ライフサイクルコストの低減も図れ、スト

ックを有効に活用することが可能となる。 

そこで本研究では、完成施設の過去の故障・不具合対

応記録を再整理すると共にそれぞれの事象にキーワード

を設定し故障発生までの期間を入力した。これらを個別

に集計することにより故障・不具合の発生状況を統計的

に数値化し、発生傾向を考察する。 

 

 

2.  データベースについて 

 

 本研究で使用する故障案件のデータは、1994年から

2015年に発生した北海道開発局発注工事の過去22年分の

故障・不具合対応記録である。記録のなかには古いもの

も多く、詳細な内容が不明であったり、記録に残ってい

ない案件も有る。なお、検証に必要な情報が抜けている

データについては検証の対象外として除外している。 

故障案件のデータ数は、建築375件、設備（建築以

外）154件の合計529件となっており、本研究では故障件

数が一番多い建築工事部分のみを対象としている。 

 

図-1 故障・不具合発生件数 

 

3. 建築工事における故障・不具合の概要 

 

(1)建築工事の故障・不具合事象の分類 

 建築工事全体の傾向を探るため、故障・不具合の事象

を以下の５つに大別した。 

 

a)漏水：各所から建物内へ水が浸入 

b)破損：破損、亀裂、変形、浮き、剥離等 

c)機能不良：機能不良、開閉不良、排水不良等 

d)冬期：雪害、結露、凍害、凍上等 

e)その他：上記分類にあてはまらないもの 

 

不具合事象の割合を図-2、不具合発生部位の割合を図

-3に示す。図-2の漏水については、他の事象と合わせて

いないにもかかわらず、全体の1/4を占め、故障・不具

合事象のなかでも割合が多くなっている。破損について

は、様々な事象と部位を破損として扱ったため多くなっ

ている。 

図-3の不具合部位の割合については、それぞれの部位
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に同程度発生している。 

 

  
図-2 不具合事象の割合    図-3 不具合部位の割合 

 

 (2)工事件数と故障・不具合発生件数 

 過去22年間の工事件数（新築、改修）は589件、その

うち故障・不具合が発生した施設は121件。全体平均で

20%程度となる。しかしながら、近年の事後調査につい

ては、初期不良を含めた軽微な場合も記録に残っている

が、古い案件については記録が曖昧なものがあるため、

事後調査分を除き、故障・不具合対応記録のみを集計し

た。参考として完成年度毎の工事件数と故障・不具合が

発生した施設数の割合を図-4に示す。 

 

図-4 工事件数と故障・不具合が発生した施設数の割合 

 

(3)施設完成後経過年数と故障・不具合発生件数 

施設完成から最初に故障・不具合が発生するまでの期

間をとりまとめたのが図-5である。施設完成直後から2

年以内に不具合が多く発生し、経過年数と共に徐々に減

っていく傾向にあるが、漏水は経過年数に関わらず発生

していることが特徴である。 

 
図-5 完成後経過年数と故障・不具合の発生件数の推移 

 

 

(4)故障・不具合のキーワード 

各案件毎に不具合内容を確認し、キーワードを３つ以

内で設定した。図-6は全ての案件のキーワードを抜き出

したものである。積雪寒冷地に関するキーワードや漏水

に関するキーワードが目立つ傾向にある。シーリングに

関しては、破損、施工、劣化に分類しているが、合計で

32件あり主に漏水で多く出てきている。また、クラック、

施工に関しては様々な部位、事象で発生している。 

 

図-6 故障・不具合のキーワード分布 

 

 

4. 各部位における故障・不具合の傾向について 

 

 建築工事における、故障・不具合について、各部位毎

に事象分類や発生までの経過平均年数などを算出し、発

生傾向について考察する。なお、ここで取り上げる発生

経過平均年数は、故障が発生した案件のみの平均となっ
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ており、部位や仕様そのものの耐用年数を示すものでは

ない。また、キーワードについては、単独のものを除き

複数以上出てきた項目のみ掲載している。 

 

 (1)屋根・防水 

屋根・防水の故障・不具合事象の件数は66件。内訳は、

図-7に示すとおり漏水が一番多い。破損や機能不良につ

いてもいずれ漏水に繋がるため、漏水が主な事象となっ

ている。防水仕上げの種別については、図-8のとおりア

スファルト防水が一番多い。 

  

図-7 屋根・防水不具合事象  図-8 防水種別の内訳 

 

漏水発生までの経過平均年数を防水種別毎にまとめた

ものが図-9である。アスファルト防水及びステンレス防

水は概ね10年を超えている。漏水原因としては図-10の

キーワードで出てきているとおり、各所取り合いのシー

リング劣化やパラペット、ルーフドレン周りの発生が多

い。 

シート防水と亜鉛メッキ鋼板葺きは5年程度と短くな

っている。シート防水については、施工部位が庇や玄関

の一部などに使われることが多く、小面積で形状が複雑

な部分に使用されることが多いのが一因と考えられる。  

また、亜鉛メッキ鋼板では、様々な原因があり特に傾向

は見られなかった。 

 

図-9 屋根・防水の漏水発生までの経過平均年数 

図-10 屋根・防水の漏水キーワード 

 

 

(2)建具 

 建具の故障・不具合事象の件数は89件。図-11に示す

とおり、開閉不良及び漏水が共に1/3ずつ占めており、

破損を含む3項目で建具全体の8割以上を占めている。ま

た、不具合発生建具の種類については図-12のとおり、

窓と戸は設置数が多いことから故障・不具合件数も多く

なっていると考えられる。自動ドアに関しては設置数が

少ない割には故障・不具合が多い傾向にある。 

 

図-11 建具不具合事象   図-12 建具種類の内訳 

 

建具の不具合発生までの経過平均年数については、図

-13のとおり、開閉不良や機能不良については2年未満の

初期の発生が多くなっている。漏水に関しては6.5年と

長くなっている。 

 

図-13 建具不具合発生までの経過平均年数 

 

 (a)建具の開閉不良 

 開閉不良に関しては、図-14のとおり使用頻度が最も

多いと思われる戸に関するものが一番多く、その次に窓

となっている。使用する建具部品に起因する故障・不具

合が多く、部品不良や調整不足による初期不良が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 開閉不良の建具種類内訳 

 

図-15のとおり、窓に関しては開閉の繰り返しにより

徐々に不具合が発生する傾向がある。初期の調整不足が

原因とも考えられるが、戸より使用頻度が少ないため、

発生までの経過平均年数が長くなっていると考えられる。 
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図-15 建具の開閉不良発生までの経過平均年数 

 

外部に設置される自動ドアの開閉不良の原因は雪や凍

害など冬期の問題に関するものが目立っている。 

 

(b)建具の漏水 

漏水に関しては、図-16のとおり窓からの漏水が多い。

図-17が示すように建具周囲のシーリング劣化によるも

のが多く、強風時のみに発生する事案も多い。漏水発生

までの経過平均年数は窓周りで8.6年となっており徐々

に劣化が進行していくと考えられる。 

 

 

図-16 漏水の建具種類内訳 

 

 

図-17 建具の漏水キーワード 

 

(c)建具の破損 

破損に該当する建具種類内訳は図-18のとおり、窓と

戸が多くなっている。図-19のキーワードではガラスに

関する破損が一番多くなっており、原因は材料搬入時の

傷の見落としや熱割れ、人荷の衝突など様々な事象があ

る。その他の項目として、レバーハンドルやドアクロー

ザー等の開閉部品の破損も多く、原因はレバーが異常に

堅い等の部品不良や使用方法が複雑で壊れてしまった、

強風時に煽られた、建具が大きく重いため経年により故

障したなど様々である。 

 

図-18 破損の建具種類内訳 

 
図-19 建具の破損キーワード 

 

(3)外装 

 外装の故障・不具合事象の件数は65件。図-20のとお

り破損と漏水で9割を占めている。両不具合とも発生ま

での経過平均年数は6年程度となっており、経年劣化や

凍害も一因と考えられるが、経年劣化としては早いため、

施工時の要因が影響し劣化が早まった事も考えられる。

また、不具合の発生部位については図-21のとおり外壁

が最も多く次いで付属物となっている。付属物のなかで

特に多いのはEXP.J周りの不具合が多い。 

 

   図-20 外装不具合事象   図-21 外装部位内訳 

 

 

図-22 外装不具合発生までの経過平均年数 

 

外装の不具合キーワードは図-23のとおり、特に冬期
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に関するキーワードが多く、塗膜剥離等に関しても冬期

施工に起因する内容が多いことから、凍害や雪等寒冷地

特有の原因に細心の注意が必要なことがうかがえる。 

 

 
図-23 外装の不具合キーワード 

 

 (a)外装材の破損 

 外装材破損発生までの経過平均年数は図-24のとおり

となっており、タイルは平均7.3年、複層塗材は3.5年、

付属物は1.5年。タイル仕上げに関しては、凍害により

クラックが発生したものが多く、付属物に関しては、初

期段階に発生する傾向がある。押し出し成形セメント板

とサイディングに関しては雪害など冬期に関する原因が

多い。 

 

図-24 外装材破損発生までの経過平均年数 

 

(b)外装材の漏水 

 外装からの漏水を仕上げ毎に分けたのが図-25である。

タイル仕上げが約半数を占めている。また、発生までの

経過平均年数は図-26のとおり、タイルは10.6年と他の

仕上げより長くなっているが、タイル自体の劣化や周辺

シーリングの劣化が漏水に繋がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-25 外装材漏水の仕上げ種別 

 

図-26 外装材漏水発生までの経過平均年数 

(4)内装 

 内装の故障・不具合事象の件数は69件。不具合事象及

び発生部位は図-27,28のとおりとなっており、特に傾向

は見られない。 

 

 

 

図-27 内装不具合事象     図-28 内装部位内訳 

 

キーワードに関しては図-29のとおり、結露、施工、

クラックが多い。結露、ヒートブリッジなど冬期間の不

具合が多く、クラックに関してはモルタル塗りで多く見

られた。その他の項目としては、手すりのがたつき等付

属物の機能不良が多かった。 

 

 

図-29 内装の不具合キーワード 

 

(5)外構 

 外構の故障・不具合事象の件数は63件。不具合事象に

ついては図-30のとおり、破損が一番多くなっている。

破損の項目としては白線引きや排水関係、その他工作物

が含まれており、原因は除雪機械による破損が多く、図

-32のキーワードでも冬期に関するものが多く出ている。 

故障・不具合の発生が最も多い舗装に関しては、施工

面積の割合から考えるとブロック系舗装の発生率が高い

と思われる。故障原因として多かった凍上、除雪、ヒー

ティング等に十分配慮が必要である。 

外構に関する不具合発生までの経過平均年数は図-33

のとおり比較的早い段階から発生し、施設供用開始後一

冬を越えてから発生する傾向がみられる。冬期の積雪状

態や使用状況を想定できるかがポイントとなる。 
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図-30 外構不具合事象  図-31 外構部位内訳 

 

 

図-32 外構不具合キーワード 

 

 

 

図-33 外構不具合発生までの経過平均年数 

 

 

5. まとめ 

 本研究では、個別事案の対策について触れるところま

では至っていないが、過去の故障・不具合事象にキーワ

ードを設定し、発生までの期間を集計することにより、

今までは感覚的に理解していた故障・不具合の傾向を、

発生割合や時間軸の部分で数値化し傾向を示すことが出

来たのではないだろうか。 

主な注意点として、屋根・防水においては、庇などの

小面積で複雑な施工やルーフドレンやパラペット周りの

納まり。建具については、シーリングをはじめとする漏

水対策を考慮した納まり。外装材については、タイルの

施工品質確保、外構においては冬期、除雪機械への配慮

などがあげられる。 

 故障・不具合には様々な事象と要因があるものの、建

築工事全体を通して冬期に関連する故障・不具合の数が

多かった。凍害は、寒冷地でなければ故障・不具合にな

らないほどの空隙でも凍結融解を繰り返すことにより故

障・不具合を発生させる。外気温や湿度、気象条件など

による施工品質の低下によっても故障・不具合が発生す

る。 

 これらを防ぐためには品質管理に相当な配慮が求めら

れ、施工も高い精度や技術力が要求される。このため、

登録基幹技能者等の高い技術力や知識をもつ技能労働者

を現場で採用し、冬期に関わる不具合をはじめ、その他

様々な故障・不具合を想定した品質向上を図ることが有

効だと思われる。 

 

 

6. おわりに 

 インフラ長寿命化計画では、メンテナンスサイクル

の構築による安全・安心の確保や、予防保全型維持管理

の導入によるトータルコストの削減・平準化等を図る事

とされている。 

 そのためには、今後整備していく建物及び既存庁舎の

改修に於いて、故障・不具合を減らしていくことは長寿

命化、トータルコストの削減に大いに寄与出来ると考え

る。また、的確な保全を行う事は予防効果もあり、結果

として故障件数を減らすことが出来る。 

近年は、事後調査により初期不良の発見と対応は速や

かに行われているところであるが、今後施設整備を行う

際、今回の故障・不具合の発生傾向が参考になれば幸い

である。 
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道路空間を活用した 

カーシェアリング社会実験 

  
下平 幸英 

 

関東地方整備局 東京国道事務所 交通対策課（〒102-8340 東京都千代田区九段南1-2-1） 

 

 国土交通省では，利用者間で特定の自動車を共同で利用するカーシェアリングを，公共交通

を補完する交通手段と位置づけ，交通モード間の接続（モーダルコネクト）を強化し，公共交

通の利用促進を目指す施策について検討を進めている． 
これを受けて東京国道事務所では，全国で初となる，道路空間を活用したカーシェアリング

社会実験を平成２８年１２月２０日より実施しているところである．本論は，実験開始までの

経緯に加え，実験の中間報告と今後の課題についての考察を行うものである． 
 

キーワード モーダルコネクト，社会実験，カーシェアリング  
 

1.  はじめに 

(1)   背景 

人口減少，高齢化など社会経済情勢が大きく変化して

いく中で，国民の日常生活や経済活動を支え，地域の活

性化を果たしていく重要性が高まっている．そのため，

日常生活や経済活動の基盤である道路ネットワークと多

様な交通モードがより一層の連携を高め，有機的な結合

を図り，利用者が多様な交通を利用・選択しやすい環境

を維持・向上していく必要がある．1) 

交通モード間の接続（モーダルコネクト）にも多くの

組み合わせが考えられる．その中でも，公共交通機関で

ある鉄道と，民間事業者の参入が増えているカーシェア

リングに着目し，車両の貸出しや返却の拠点となるカー

シェアステーションを国道1号上に設置する社会実験を

開始した． 

 

(2)  海外のカーシェアリング事例  

 本実験の構想の基となる，道路空間を活用したカーシ

ェアリングの事例を把握した． 

a) Autolib’（フランス・パリ） 

 パリ市と周辺自治体による組合が事業主体となり，カ

ーシェアステーションを路上に設置している．4人乗り

の車両が約2,500台配置されている状況である．図-２

（左）は駐車中の車両と入会機である．約720箇所のカ

ーシェアステーションに乗り捨てが可能なサービスとな

っている. 

b) Car 2 go（ドイツ・シュトゥットガルト） 

 民間事業者が事業主体である．固定したカーシェアス

テーションは設置しておらず，サービス提供エリア内で

あれば路上や駐車場に貸出・返却ができる．2人乗りの

車両が約400台配置されている状況である．図-2（右）

はサービス提供エリア内の路上に駐車している様子であ

る． 

 

 
 

図-1 モーダルコネクトの多様性 

 

 

（出典：東京地下鉄） 

図-2 車両とステーションの様子（左：フランス、右： 

ドイツ） 

2.  実験内容 
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(1) 社会実験実施までの過程 

 道路上におけるカーシェアステーションの整備に当た

っては，全国で初めての事例であることから設置基準等

が無かった．そのため場所の選定やカーシェアステーシ

ョンの構造について事故やトラブルが発生しないように

慎重に関係機関協議を行った。その後、道路空間を活用

したカーシェアリング社会実験協議会を設立し今後の実

験の進め方などについて調整・確認を行った．並行して

参加者公募を行い，平成28年12月20日から実験を開始し

た． 

a) 実験場所の選定 

 1．(1)で示した通り，鉄道とのネットワークの連携を

考慮し，駅出入口に近い場所であること，ビジネス・観

光・商業の中心であること，従来の交通を妨げないよう

歩道を切り欠いてカーシェアステーションを整備しても

歩行者の通行を妨げない場所であることを条件とした． 

 地下鉄大手町駅の出入り口は国道1号にほど近く，周

辺はオフィスビルが建ち並び，歴史的な観光地も有する

地域である．さらに背後地が歩道公開空地となっている

場所を選定し，図-3に示す通り，千代田区丸の内１丁目

の大手町駅出入口近傍の国道1号を活用することとした． 

 

 

            出典：「電子国土ポータル」 

図-3 実験場所 

 

b) ステーションの整備 

実験場所には，運営車両を配置するため3台分のステ

ーションを整備した． 

形状は，図-4に示す通り，歩道を切り欠く面積を少

なくするため，台形型とした．車道との境界には縁石

を設置し，舗装の色を区別するなど，車道と分離され

た領域であることを認識出来るよう工夫した． 

ステーションの歩道側には，植樹帯が一時撤去され

たことによる歩行者の乱横断を防止するために横断防

止柵を設置した．地域特性を鑑み，景観を損ねること

のないよう，防止柵の色はダークブラウンとし，横材

が細く本数の多いデザインを採用した． 

ステーションの車道側には運営車両以外の車両の誤

進入を防ぐため，電動昇降型の防止柵であるライジン

グボラードとチェーンを設置した．ライジングボラー

ドとは，車の進入を抑止し，特定のグループの車両の

みの進入を可能とする構造で，許可された車両が進入

する場合，道路中央に設置されたポールを下降させる

ことにより通行が可能となる仕組みである．欧州では，

すでに多くのライジングボラードが公道上（通学路，

幹線道路からの抜け道，観光地，歴史的中心市街地等）

に設置されている．2)本実験にて設置しているライジン

グボラードは，車内からリモートコントロールにより

昇降し，出入り時にはステーション前方に設置されて

いるランプが点灯する仕組みである．本実験を通じて，

欧州の事例のような生活道路の事故対策などへの有用

性の検証も行っていく． 

 

 

  

 

 

 

図-4 ステーションの整備状況 

 

c) 実験参加者の公募条件設定 

 本実験の運営を担う実験参加者の公募を行った．道路

運送車両法で定める第一種原動機付自転車を保有し，シ

ステムを配備し運営・維持管理を行うこと，運転免許の

確認を行う体制を構築すること，利用実績を収集する仕

組みを構築しデータの提供を東京国道事務所へ行うこと

などを役割として取り決めた． 

 運営車両の第一種原動機付自転車とは，超小型モビリ

ティを想定している．超小型モビリティとは，自動車よ

りコンパクトで小回りが利き，環境性能に優れ，地域の

手軽な移動の足となる1人～2人乗り程度の車両である．

ＣＯ２の削減のみならず，観光・地域振興，都市や地域

の新たな交通手段，高齢者や子育て世代の移動支援等の

多くの副次的便益が期待される．3)また，超小型モビリ
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ティは，道路交通法では自動車に分類されるために，原

付免許でなく普通免許を要するので，運転免許の確認体

制の確立を求めているものである． 

d) 実験参加者による実験準備 

 公募により選定された実験参加者は，公募要領に従い

実験開始のための準備を開始した． 

運営車両については，第一種原動機付自転車であるコ

ムス（ＥＶ）とアイロード（ＥＶ）を採用した．図-4で

ステーションに駐車しているのがアイロードである．実

験参加者は，カーシェアリングを民間事業にて展開して

おり，コムス95台とアイロード5台が都内で活用されて

いる． 

 運営方法については，会員登録，車両の空き情報，ス

テーション位置情報検索から利用登録までがオンライン

上で行える既存システムを活用した． 

また，既存のステーションを活用することで，どのス

テーションでも貸出・返却が可能なワンウェイトリップ

方式が実現した． 

e) カーシェアリング社会実験協議会の発足 

 実験開始に際し設置した，道路空間を活用したカーシ

ェアリング社会実験協議会は有用性の分析・検証や運営

上の課題の整理を行うことを目的としており，実験参加

者と国土交通省をはじめとして，警視庁や自治体，地元

団体や有識者を委員としている．                                           

 

3.  実験結果（中間）と考察 

 平成28年12月20日より実験を開始し，実験期間は1年

であるが，利用状況について平成29年8月31日時点でと

りまとめを行った． 

 国道１号の大手町にステーションを発着した回数は，

255日間で618回であった．ステーション3台分のうち，1

日あたり2台分以上が車両出入りに使用されている状況

である． 

 

(1) 利用時間帯の状況 

 上記の利用実績について，時間帯別に1時間単位で表-

1に示す． 

7～9時は大手町のステーションへ到着するトリップ数

が8割近くを占めている．一方で，それ以外の時間帯で

は大手町を出発するトリップ数が到着よりも多くを占め

ている．特に18時を過ぎると，ステーションを出発する

トリップ数が時間帯毎のトリップ数の７割程度を占めて

いる． 

 また，発着ともにステーションを利用するラウンドト

リップは深夜早朝の実績は少ない傾向である． 

 

(2) 利用時間の状況 

期間中のステーションを発着した車両の乗車時間を10

分単位で表-2に示す．平均利用時間は30.4分となった． 

10～19分の利用が最も多く，長時間になるほど利用回

数が減少する傾向が見られた．90分以上の長時間の利用

もあることがわかった． 

 

表-1 ステーションの時間帯別利用回数 

 

 

  

表-2 ステーションの乗車時間別利用回数 

     

 

 

利用数（回） 

利用数（回） 

■大手町発トリップ

■大手町発着トリップ

■大手町着トリップ
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(3)移動距離の状況 

 期間中のステーションを発着した車両の移動距離を

1km単位で表-3に示す． 

 平均移動距離は6.0ｋｍで，3～4ｋｍの利用数が最も

多い． 

  

表-3 ステーションの乗車距離別利用回数 

  

 

(4)考察 

a)利用時間帯からみた交通モードの選択 

 朝の到着回数が多いことは，地下鉄への乗り換えや，

ステーション付近にある目的地への最終トリップとして

の利用が推察される． 

 夜間に出発回数が多いことは，ステーション付近から

の最終目的地への利用が推察される． 

b)利用時間と距離からみた交通モードの選択 

 表-3を参照すると，利用時間に対して距離のデータが

分散していることから，利用時間中全てが移動時間では

ないと考えられる．例えば，目的地へ行くための手段と

して使われるだけでなく，目的地へ行き滞在して用を済

ませたら車両を返却する使われ方もあると考えられる． 

c)ライジングボラードの有用性 

 ステーションへ入庫，出庫の際にライジングボラード

を操作するが，これまでに大きなトラブルや事故は発生

していない． 

d)実験開始後の変更点 

 実験開始後，安全対策を実施した部分も複数ある．路

上待機を行う通行車両が図-5のようにステーションの隣

に頻繁にいるために，運営車両のステーションの出入り

が円滑に行われないことがあった．そこで図-5の左のよ

うな法定外看板を設置した．また，ライジングボラード

は下降するのを待たずに通行することにより不具合が生

じることがあった．そのため，下降すると転倒する青い

ランプを確認の上で出庫するよう促し，図-5の右の看板

を設置した．  

  

  

図-5 実験開始後の看板設置状況 

 

4.  今後の取り組み 

 前章の考察を具体化させるためには，利用目的，ＯＤ，

新たな交通機関の組み合わせ等を調査し明らかにするこ

とが必要である． 

 また，引き続き安全性の検証も必要である。歩道を切

り欠いて設置したステーションのため，歩行者の通行の

妨げとなっていないか，乱横断がないのか，出入り時に

国道の走行車両との危険挙動がないか，調査等を実施し

ていく． 

さらに，カーシェアリング社会実験協議会にて，検証

を行うよう議題となった事項について取り組んでいく．

具体的には，「利用者はどのような層なのか」，「従来

の交通モードの選択とどう変わったのか」，「気象条件

により変わるのか」等の意見を頂いており，アンケート

の作成や利用実績の分析手法に反映させ，カーシェアリ

ングの回遊性を検証し，有効性の評価を行う． 

 利用開始時には，報道関係者を対象とした説明会は参

加多数であり，報道がなされた．世間ではシェアリング

の普及が追い風となり，カーシェアリングへの着目度も

高まっていると言えるだろう．道路空間を活用した今回

のカーシェアリングが，交通モードの連携による多様な

選択を可能にするのか，その他にどのような効果をもた

らしていくのか検証していきたい． 
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歩道除雪車の作業ガイダンス装置の開発 
 

前田 光昭1・長谷川 崇1 
 
1北陸地方整備局 北陸技術事務所 施工調査・技術活用課 （〒950-1101 新潟市西区山田2310番地5） 

 

 除雪機械の熟練オペレータが高齢化及び減少し，担い手不足となっている．歩道は車道に比

べ，段差，乗り入れ，障害物（マンホール，標識，植樹，バス停等）が多く存在し，除雪作業

の際には運転操作に注意を要する場面が多い．このことから経験の浅いオペレータでも安全に

操作可能とするためICT（情報通信技術）を活用した作業支援装置（ガイダンス装置）の開発を

行ったものである． 
 

キーワード 情報化施工，除雪，歩道，作業支援，担い手不足，ＶＳＰ，作業ガイダンス  
 
 

1.はじめに 

 北陸地方整備局では，管内3県（新潟県・富山県・石

川県）の直轄国道管理区間 14 路線，合計約 1,079km の

冬期道路交通を確保するため，約 500台の除雪機械を配

備し除雪作業を実施している． 

除雪作業の現場において近年，除雪オペレータの高齢

化が進んでおり，熟練除雪オペレータの引退に伴う担い

手の確保が重要な課題となっている．一方で除雪機械の

運転は路面状況，道路構造，沿道状況等の変化に合わせ

た作業装置の操作が必要であり，その技能の習熟には相

当の期間を要する． 

このような背景のもと北陸地方整備局では，今後さら

に深刻化が予想される熟練除雪オペレータ不足への対応

と作業の安全性向上を目的に，ICT（情報通信技術）を

活用し，除雪作業をアシストするガイダンス装置の開発

検討に取り組んでいる．これまでに「凍結防止剤散布

車」及び「ロータリ除雪車」のガイダンス装置を開発し，

順次現場への導入を進めてきた．本報告では歩道除雪車

の作業ガイダンス装置の開発を行ったので報告する．  

 

2.歩道除雪車の作業実態とガイダンスの必要性 

歩道除雪作業の際には，オペレータに対し安全教育を

行うとともに工区内の地形，障害となる構造物，危険箇

所について常に注意を払う必要がある．特に歩道は段差，

乗り入れ，マンホール，道路標識，植樹等の除雪作業に

支障となる障害物が多く，経験の浅いボランティアサポ

ート（VSP）が歩道除雪作業に携わることもあり，雪で

覆われた障害物などを知らせるといった，オペレータを

アシストすることが求められている（写真-1，図-1）．   

このような状況から，歩道除雪車の作業ガイダンス装

置の開発を行ったものである． 

 

写真-1 歩道除雪作業の課題 

 

 

図-1 障害物の実態 

 

3.ガイダンス装置の検討 

(1)ガイダンス内容検討 

北陸地方整備局管内の歩道除雪作業における代表的な

工区に作業実態のヒアリングを実施し，併せて障害物の

現地確認を行い，危険作業の実態，希望するガイダンス 
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要望等を整理した．その結果から，「障害物」と「投雪

禁止区間」のガイダンス機能を実装することとした． 

(2)ガイダンスデータ登録方法の検討 

ガイダンスに必要な，障害物と投雪禁止区間の位置

（座標）データを容易に作成できることをコンセプトと

して，ガイダンス装置（車載端末）にデータ登録及び編

集機能を実装した．降雪期前に作業箇所を走行し，オペ

レータが障害物や投雪禁止区間等を登録できる． 

(3)ガイダンス装置の機器構成 

歩道除雪作業ガイダンス装置の調達・保守を容易とす

るために市販製品の組み合わせで構成することとし，必

要な性能を有する製品の市場調査を実施した． 

【ガイダンス装置（本体・表示）】 

視認性，歩道除雪車の運転室内の設置スペース・環境

及び，開発・調達の容易性を考慮し，７～10 インチサ

イズの市販タブレット PC（防塵・防滴仕様）をガイダ

ンス装置本体兼表示装置として選定した． 

【測位方式】 

測位方式は，歩道除雪車での作業速度を想定したうえ

で精度と機器価格，運用経費を勘案し選定した．GNSS

単独測位方式では除雪作業を行うには誤差が大きすぎる

ことから，±1ｍ程度の誤差に収まる D-GPS 方式を選定

し，ガイダンス装置として現場での実用上支障がないか

確認を行った(図-2，表-1)． 

図-2 ガイダンス装置機器構成 

 

表-1 測位方式の比較 

4.ガイダンス用ソフトウェア 

ソフトウェアは開発・改良が容易なようにWindows10

で動作するものとし，デモソフトを使用してオペレータ

へヒアリングを行い，出された意見を仕様に反映させ，

現場において使い勝手がよいものとなるよう配慮した． 

(1)ガイダンス機能 

事前に登録されたデータをもとに，ガイダンス装置の

画面に周辺地図及び，障害物と投雪禁止区間の位置・方

向・種類・距離を表示し，障害物と投雪禁止区間に接近

すると画面表示と音でオペレータへ注意喚起を促す機能

を検討した（図-3）． 

周辺地図は，一般公開されている電子国土地図データ

を表示させることとし，専用のソフトにより簡単な操作

で取り込みが可能なものとした．障害物警告は，除雪車

が設定された距離内に接近すると，画面表示と警告音で

オペレータへ注意を促す（図-4）． 

 

 

図-3 ガイダンス表示の画面 

 

 

図-4 障害物のガイダンス内容 

 

測位方式 概　要 精　度 機器価格 備　考
GNSS
（単独測位） GPS（アメリカ）、

GLONASS（ロシア）等、
衛星を用いた測位システム
の総称

3m～十数m 5千円～5万円

測位精度の誤差が
大きすぎる

D-GPS
（ディファレン
   シャルGPS）

衛星信号、FM波、ビーコン
等から補正情報を得て測
位を行う。
※今回は衛星信号で検討

30cm～1m 10万円～70万円

RTK-GNSS
（VRS方式） インターネット経由で補正

情報を受信して測位を行
う。現場の基準局の設置が
不要。

1～2cm 100万円～

補正情報利用料・
通信費
25万円／１シー
ズン
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投雪禁止区間警告は，設定された距離内に接近すると

警告を行い，投雪禁止区間は画面上の走行軌跡（白線）

に沿って赤いラインで表示されるようにした．また，投

雪禁止区間の手前では区間までの距離と禁止理由などを，

投雪禁止区間内に入ると終点までの距離をオペレータへ

提供することとした（図-5）． 

 

図-5 投雪禁止区間警告 

 

(2) ハザード登録機能 

ハザード（障害物や投雪禁止区間）を登録できる機能

である(図-6)．  

登録したい位置で除雪車を停車し，所定のボタンを押

すだけでその座標が登録され，その後にハザードの種別，

存在方向について選択式で入力する方式とした．これに

より現地測量作業を必要とせず，簡単に障害物を登録す

ることが可能となった． 

 

図-6 ハザード登録機能の画面 

 

(3)データ編集機能 

データ編集機能は，登録された障害物と投雪禁止区間

の編集を行う機能である．データの編集は障害物の方向

と種類の修正・消去を可能とした（図-7）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.現地適応性検証 

開発した作業ガイダンス試作装置を，長岡国道事務所

の宮本工区（新潟県長岡市）に配備されている歩道除雪

車1台に取付け，国道8号の歩道除雪作業区間において

検証試験を実施した(写真-2)． 

実施場所：長岡国道事務所 宮本工区（新潟県長岡市） 

        国道８号歩道部（L=6.7km 67.4～74.0kp） 

試験車両：小形除雪車1.0m級 

試作装置の主な仕様： 

【ガイダンス装置本体】 

  タブレットＰＣ（7インチ，Windows10） 

防水防塵性能 IP65 

【ＧＮＳＳ受信機】 

測位方式   DGPS 

写真-2 取り付け状況 

 

(1)ハザード登録機能の検証 

ガイダンス装置を取り付けた歩道除雪車を使用し，降

雪期前に実際の除雪作業路線を走行しながら，作業障害

物，投雪禁止区間等のハザードを登録し，操作性につい

て検証を行った（写真-3）．なお，運転及び登録操作は

当該工区を担当するオペレータに依頼した． 

 

図-7 データ編集機能の画面 
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実施日時：平成28年12月13日 

計測・登録データ 

計測延長   6,320m（上下線累計） 

障害物登録数  116箇所 

投雪禁止区間   20箇所 

所要時間      4時間 

 

データ登録は，登録箇所が多い区間で1時間当たり約

1km，少ない区間で 1 時間当たり約 3km の登録ができた．

オペレータが慣れてくると，停止→登録→発進が1回当

たり10秒程度となり作業性は良好だった． 

 

 

 

(2)ガイダンス機能の検証 

実際の歩道除雪作業でガイダンス装置を使用し，使い

勝手（有効性，操作性，視認性，測位の安定性）及び耐

久性の検証を行った（写真-4）． 

検証期間：平成29年１月10日～2月20日 

期間中の実稼働：10時間，出動回数3回 

検証はオペレータへの聞き取りと，装置のログ解析に

より実施した．検証期間中の測位の安定性，視認性，操

作性は良好で作業ガイダンス装置の効果が確認できた

(表-2)． 

 

 

 

 

表-2 歩道除雪車作業ガイダンス装置検証結果 

 

6.今後の課題 

試作装置を取り付けた歩道除雪車の平成 28 年におけ

る出動回数は 3 回，延べ稼働時間は 10 時間と短かった．

実作業での長期耐久性検証及び，オペレータから意見の

あった警告音や取り付け位置の最適化について，今後引

き続きフォローアップを行っていく予定である．また，

今回開発した歩道除雪車のガイダンス技術をもとに，既

開発の凍結防止剤散布車，ロータリ除雪車の作業ガイダ

ンス装置改良検討及び，一次除雪機械の作業ガイダンス

装置の開発検討に着手している． 

 

7.おわりに 

今回開発したガイダンス装置を使用することで，経験

の浅いオペレータはもとより熟練オペレータにおいても，

大雪や吹雪など視界の悪い状況でも障害物と投雪禁止区

間の把握が可能となり，除雪作業の効率性及び安全性向

上に寄与するものと期待される．なお、「みちびき（準

天頂衛星システム）」が 2018 年までに 4 機体制となり、

GPS 衛星と併せて常時 8 機の衛星を利用でき、安定した

高精度測位が可能となる。今後は、測位精度の向上、作

業装置の高度化など更なる発展を目指していく。 

検証項目 結果 

測位の安定性 ・本体起動時間は 30 秒～１分程度，

起動後は安定して測位できた. 

・障害物(立木、家屋)等の陰では一時

的に測位不能となるが，ソフトで異常

値を排除し，座標を平準化する補正処

理を行っているため問題なし． 

機器の耐久性 １シーズン延 10 時間の使用で不具

合はなく，使用できることを確認した

（長期耐久性については今後引き続き

検証する必要がある）． 

視認性・ 

操作性 

・画面は見やすく，分かりやすい．操

作も簡単との評価を受けた． 

・警告音は聞き取り難い場合があるた

め改良を検討する必要がある． 

・装置の取り付け場所は運転室内が狭

いため，オペレータの要望により調整

予定． 

装置の効果 今回はベテランオペレータのため作

業速度，障害物との接触回避に変化は

みられなかったが，若手の育成には効

果的という意見を得た． 写真-3 障害物・投雪禁止区間登録状況 

写真-4 歩道除雪作業状況 
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経済的な地盤改良技術の改良効果 
および設計法の提案 

―グラベル基礎補強併用低改良率地盤改良について― 
  

橋本 聖1・山梨 高裕1・林 宏親1 
 

1国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所 寒地地盤チーム（〒062-8602 札幌市豊平区平岸1-3-1-34） 

 

 
本稿は，経済的で施工性に優れた軟弱地盤対策技術である『グラベル基礎補強併用低改良率

地盤改良』の改良効果を把握するため，試験施工の長期計測結果から，盛土の安定性およびジ

オテキスタイルの健全性について述べる．さらに，試験施工の計測履歴を二次元弾塑性FEM解

析によって再現した結果を基に，改良率，盛土高，ジオテキスタイル引張剛性などをパラメー

タとしたパラメトリックスタディを実施し，不同沈下抑制効果に関する検討を行った．これら

の検討結果を踏まえて，本工法を実施する上で必要な設計手法を提案した． 
 

キーワード：軟弱地盤, 地盤改良，ジオテキスタイル，設計法  
 
 
 

1.   はじめに 

 北海道には約2,000km2に及ぶ泥炭地が分布していると

いわれている1)．これは，東京都とほぼ同じ面積であり

北海道総面積の約2.4%，平野部面積の約6%に相当する．

一般的な泥炭層厚は3～5mであるが，この層の下には軟

弱な粘性土層が存在するケースが多く，その厚さは泥炭

層と合わせて20m以上に達することがある． 

泥炭は含水比，強熱減量，間隙比，圧縮指数などは粘

土と比較して極めて大きく，一方でせん断強さは著しく

小さいことが知られており，このような地盤上に短期間

で道路盛土を構築する場合には，セメント等を主体とし

た固結工法が採用されてきた経緯がある．セメント等に

よる固結工法は短期間で改良効果が得られるが，プラス

チックボードドレーン工法や真空圧密工法といった圧密

促進工法と比較した場合，工事費は割高になることが多

く，固結工法を採用する際には，如何に工事費を抑制す

るかが課題となっている． 

 そこで筆者らは，泥炭性軟弱地盤上に早期に盛土が構

築できる経済的な『グラベル基礎補強併用低改良率地盤

改良（以降，本工法）』を開発して試験施工を行い，盛

土の安定性や周辺地盤への変位抑制効果を確認するとと

もに，試験施工の計測履歴をベースとした二次元弾塑性

FEM解析によるパラメトリックスタディを実施して，不

同沈下抑制効果に関する検討を行った．これらの検討結

果を踏まえ，本工法を実施する上で必要な設計手法につ

いて述べる． 

2.   グラベル基礎補強併用低改良率地盤改良とは 

 『グラベル基礎補強併用低改良率地盤改良』とは，軟

弱地盤を柱状に固化処理する際に一般的に用いられる改

良率（ap=50%）より低改良率（ap=10～30%）の改良体を

盛土直下全面に配置し，その上に砕石層をジオテキスタ

イルで覆い囲んだ対策を併用した軟弱地盤対策工法であ

る（図-1）． 

  以下，本工法の特長について述べる． 

① 一般的な設計と比較して改良体の本数を大幅に低

減できるため，施工性の向上および建設コストの

縮減に大きく寄与する． 

② 「グラベル基礎補強」は一定の剛性が期待できる

構造体として機能するため，改良体間の不同沈下

量の低減を図ることが期待できる． 

③ 「グラベル基礎補強」には盛土の安定性に寄与す

るせん断抵抗が期待できるため，未改良地盤の側

方流動を抑制できる． 

図-1 グラベル基礎補強併用低改良率地盤改良 
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3.  本工法における試験施工 

3.1  施工箇所と地盤特性 

試験施工は，稚内市郊外の一般国道40号更喜苫内防雪

事業区間で実施した．試験施工箇所における地盤の深度

方向の土層構成および物理特性等を図-2に示す．   

現場は広範囲に泥炭が分布する北海道北部のサロベツ

泥炭地である．土層は地表面近くに泥炭（Ap），下位

に粘性土（Ac1），粘性土（Ac2）が堆積し，その下に

砂質土層（As）と砂礫層（Ag）を挟んで基盤とする砂

岩（Yt）が続く構成である．表層付近のAp層は，自然

含水比wn=300%程度と北海道泥炭としては比較的低含水

である．Ap層下位のAc1層，Ac2層はwn=40～400%，強熱

減量Li=10～40%，湿潤密度ρt=1.1～1.3g/cm3であることか

ら有機質粘土と思われる．原位置試験の結果，地表面か

らGL.-13.5mまでN=0と極めて軟弱な状態であった． 

 

3.2  施工条件および計測機器 

試験施工の断面図，平面図を図-3 に示す．設計，施

工の詳細は既往文献 2) を参照されたい．施工は①固結工

法（中層混合処理工法：MITS 工法），②グラベル基礎

補強，③盛土の順に実施した．  

MITS 工法で改良体を構築した後，改良体上の Ap 層

を 0.5m 掘削してジオテキスタイルを敷設した．ジオテ

キスタイル上に切込み砕石（0-80mm 級）を仕上り厚

t=0.5m となるよう締固め度 Dc=90%で締固めし，その後

ジオテキスタイルで切込み砕石を覆い囲んで板状にした． 

盛土は礫混り細粒分質砂（SF-G）を用いた．施工は 1次

盛土として，拡幅盛土全幅 18mを 2層(盛土厚 t=0.8m)施

工した後，2 次盛土は盛土幅 10m を施工速度 30～

60cm/day，3 次盛土では盛土幅 8m を同じく 10cm/day で

計画盛土高Hp=3.2mまで構築した． 

表-1に計測した 3つの項目および目的を示す．孔内傾

斜計は改良体 1 箇所（図-3 の B1）と改良体の外側の未

改良地盤（図-3 の B2），改良体間の未改良地盤（図-3

の B3）の計 3 箇所で実施した．沈下板は改良体直上に

3 箇所、未改良地盤 2 箇所に設置した．ひずみゲージは

グラベル基礎補強の上部と下部のジオテキスタイルに，

それぞれ改良体直上と未改良地盤に設置した（図-3 の

SHU1～5，SHD1～5，後述の図-7参照）． 

 

3.3  施工結果 

 (1)沈下量 

図-4 に盛土開始からの沈下履歴を示す．1 次盛土で拡

幅盛土全幅 18mを 2層（t=0.8m）施工したところ，各測

定箇所で急激に沈下が生じたため，一時的に盛土を中止

した（図-4）．低盛土にも拘わらず沈下が生じた理由と

して，①：盛土荷重が改良体を介して改良体下に存在す

る非常に軟弱な粘性土（Ac2）に伝達した，②：「グラ

ベル基礎補強」は一定の剛性を見込める構造体として期

待したが，急激な荷重増加にその機能が発揮されず，応

力が未改良地盤に作用したと推測された．そこで，2 次

盛土は図-5 に示すジオテキスタイルを重ね合わせた箇

所を先行して盛土し，3 次盛土で残りの断面を施工した． 

1 次盛土の開始から 3次盛土構築後 3年経過した改良

体直上の総沈下量は 11～17cm，未改良地盤の総沈下量

が 24cm で相対的な沈下（不同沈下）量は約 10cm であ

った．しかしながら，盛土表層部や法面部に凹凸やクラ

ックは確認されず，盛土は健全な状態にあった．間隙水

圧は各深度ともに盛土構築による水圧の上昇は小さく，

静水圧に近い値で一定値を示している．これは，盛土荷

重の大半がグラベル基礎補強を介して改良体に伝達し，

未改良地盤にさほど応力が伝達しないためと考えられる． 

図-2 試験施工箇所の土層構成および物理特性 

図-3 試験施工の断面図および平面図 

表-1 計測項目と目的 

計測項目 目　　　　的

孔内傾斜計 改良体や未改良地盤の地盤内変形量を把握する

沈下板 改良体や未改良地盤に生じる沈下量を把握する

間隙水圧計 過剰間隙水圧の消散過程を把握する

ひずみゲージ ジオテキスタイルの応力状態を把握する
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（２）地中変位 

図-6 a)～c)は地盤内水平変位の計測結果である．1 次

盛土終了時の地盤内水平変位をみると，B1～B3 のいず

れも深度 5m 附近において最大水平変位量（δh=30mm

超）が確認された．3.3 (1)でも述べたが，この時点で一

時的に盛土を中止した．その後，2 次および 3 次盛土完

了時と盛土を構築するに従って，地盤内水平変位量は大

きくなる傾向にあった．しかしながら，3 次盛土完了後

から 10ヶ月後，2年後，3年後の経時変化をみると，B1

（改良体内），B2（改良体背面部）および B3（未改良

地盤）の水平変位は最大 δh=30mm 程度の増加が確認さ

れたものの，経時変化に伴う水平変位は収束傾向にある． 

ここで、あらためて B1～B3 をみると，いずれも 1次

盛土，2 次盛土を構築した段階では深度 5m 附近をピー

クとした曲げ変形モードで呈しており，3 次盛土以降で

は倒れ込むような挙動を示した．これらの変形モードや

変形量を比較すると，変形量の違いはあるが概ね同じよ

うな挙動を示していることがわかる．また，低改良率に

も拘わらず，未改良地盤に大きな側方変形などが確認さ

れていない．これらを踏まえると，改良体と未改良地盤

は一体とした挙動，すなわち，複合地盤として機能して

いると考えられる． 

 

（３）補強材ひずみ 

 図-7 a)，b)はグラベル基礎補強のジオテキスタイルに

設置したひずみの経時変化である．図-7 a)はグラベル基

礎補強の上側，図-7 b)は同じく下側のジオテキスタイル

ひずみである．ひずみ ε は+が引張りを示す．図をみる

と，1 次盛土で生じたひずみは最大 ε=0.2%程度であった．

この理由は 3.3 (1)でも述べたが，グラベル基礎補強が剛

な構造体として機能せず，ジオテキスタイルに張力（ひ

ずみ）が生じる応力が作用しなかったと考えられる．一

方，3 次盛土では盛土に伴ってひずみは増加する傾向に

あり，特にグラベル基礎補強の上面はすべて（SHU1～

SHU5）増加した．これは，グラベル基礎補強全体に引

張り力が生じた状態にあったことを示している．  

ひずみは 3 次盛土後もグラベル基礎補強上部の SHU3、

同じく下部の SHD2，SHD4 で増加した．この理由とし

て，上載荷重が改良体間の未改良地盤上のグラベル基礎

補強に作用したことによるクリープと考えられる．ただ

し，観測されたひずみ（SHD4）の最大は ε=1.5%で収束

傾向にある，使用したジオテキスタイルの設計引張り強

さに相当するひずみが ε=7.6%であることを踏まえると，

ジオテキスタイルの健全性は十分満足しており，長期的

にグラベル基礎補強の機能が維持されていると思われる． 

図-4 沈下板の計測結果 

重ね合わせ長  L=2m 

図-5 ジオテキスタイルの重ね合わせ部 

B1

a) 

図-6 地盤内水平変位の計測結果 

B2

b) 

B3 

c) 
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図-10 改良体間の斜距離 

図-9 盛土高3，5，8mにおける改良率10%の解析モデル 

 

4.    弾塑性FEM解析による不同沈下抑制効果 

4.1  検討の目的 

図-8 は改良体とグラベル基礎補強の有無による不同

沈下量の違いを模式化したものである．グラベル基礎補

強の敷設効果は，盛土によって改良体と未改良地盤の間

に生じる相対的な沈下量（不同沈下量）を，グラベル基

礎補強が受け持つことで低減させることができる． 

ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュ

アル 3)（以降，ジオテキマニュアル）では，改良体とジ

オテキスタイルのみを併用した場合に，許容する不同沈

下量や改良率の違いに応じて必要なジオテキスタイル引

張剛性 EA（以降、EA とする）を決定できる手法が整

理されている． 

ところが，本工法は砕石をジオテキスタイルで覆った

グラベル基礎補強であるため，上記の手法を用いて EA

を評価することができない．このため，本工法を設計す

る際，異なる盛土高や改良率において許容する不同沈下

量に応じた必要な EA を選定できるよう，二次元弾塑性

FEM解析によるパラメトリックスタディを実施した． 

 

4.2  解析条件 

 パラメトリックスタディの代表的な解析断面を図-9，

同じく解析ケースを表-2に示す．パラメトリックスタデ

ィは試験施工の再現解析をベースに実施した 4)．解析ケ

ースは改良率ap=10，20，30%の3ケース，盛土高h=3，5，

8mの3ケース，ジオテキスタイル引張剛性EAはジオテキ

マニュアルに準拠してEA=400，1000，10000，40000kN/m

の4ケースをパラメトリックに組み合わせた．軟弱地盤

は泥炭層厚（Ap）5m，粘性土層厚（Ac）15mの2層構成

とし，改良体は基盤に0.5m着底させた．なお，水理境界

はG.L-1.0mを排水条件とし，盛土法尻から両端面までの

距離は，盛土高の5倍以上に相当する50mとした．改良

体間の距離は各改良率の正方配置における改良体間の斜

距離l’である（図-10）．盛土の諸元は天端幅2 l’，法勾配

1:1.5，施工速度30cm/dayとし，盛土構築後から約5,000日

を放置期間とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 ジオテキスタイルひずみの計測結果 

a)グラベル基礎補強 上面 

b)グラベル基礎補強下面 

軟弱地盤

改良体

∆p ∆p

グラベル基礎補強なし グラベル基礎補強あり

不同沈下大 不同沈下小

図-8    グラベル基礎補強の有無による不同沈下量の違い 

斜距離 l’
改良体

表-2 解析ケース 

10 （l '=3.96m） 20 （l '=2.83m） 30 （l '=2.29m）

3 ○ ○ ○

5 ○ ○ ○

○：ジオテキスタイルの引張剛性 EA =400,1000,10000,40000(kN/m）

○：泥炭（Pt）の含水比 w=200,500,1000(%）

改良率 a p （％）
盛土高 h （m）

10 （l '=3.96m） 20 （l '=2.83m） 30 （l '=2.29m）

3 ○ ○ ○

5 ○ ○ ○

8 ○ ○ ○

○：ジオテキスタイルの引張剛性 EA =400,1000,10000,40000(kN/m）

改良率 a p （％）
盛土高 h （m）

盛土

Ap層

Ac層

地下水位GL-1.0m

GL-5.0m

L
=
2
0
.
0
m

50m(盛土高の5倍以上)

グラベル基礎補強
t=0.5m

P

Yt層(非圧密)

データ出力地点

50m(盛土高の5倍以上)

GL-20.0m

H=3,5,8m

C
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4.3  パラメータの設定方法 

 表-3に再現解析に用いたパラメータ一覧を示す．泥炭

および粘性土以外のパラメータの詳細な設定方法は文献

4)を参照されたい．粘性土のパラメータは文献5)に記載

されている当別バイパスの沖積粘土の値を用いた．泥炭

のパラメータは林らの方法5)に従って算出した．なお，

泥炭の過圧密比OCRは文献5)，鉛直および水平の透水係

数は文献4)のAc1層に準拠して設定した． 

 

4. 4  解析結果および考察 

図-11 は上記の解析条件によるパラメトリックスタデ

ィで得られたEAと不同沈下低減係数Rの関係である．  

ここで，不同沈下低減係数 R とは，図-8 に示すグラ

ベル基礎補強が無い場合の不同沈下量 SG とグラベル基

礎補強が存在する場合の不同沈下量 SG
*（許容する不同

沈下量と同意）の比（= SG
*/SG）と定義した．なお，泥

炭の含水比 w の違い（w=200,500,1000%）による感度分

析を実施しているが，R と EA の関係に大差がないため

本解析では w=1,000%で実施した．あらためて図-11をみ

ると，盛土高および改良率の大小に拘わらず，RとEA 

 

の関係は右肩下がりの傾向にある．これは，設計時に決

定した盛土高，改良率に対して，要求する許容不同沈下

量の大小によって R が変わる，つまり，SG
*を小さい値

（例えば 5cm）に設定すれば，EA の大きいジオテキス

タイルが必要になることを示している． 

5.  設計法の提案 

以上の検討結果を踏まえて，本工法の設計法について

検討する．文献 3)に記載されている，ジオテキスタイル

と固結工法を併用した場合の設計法では，①：改良体強

度の検討，②：盛土の安定検討（円弧すべり計算），

③：許容不同沈下量に応じたジオテキスタイル引張剛性

EA の算出である．本工法に関しても，試験施工や解析

結果を踏まえて，従来の設計法に準拠してこれらの項目

について検討するが，③の算出方法において本工法の内

容を新たに追加する（図-11）． 

設計の順序としては，地盤モデルを設定した後にグラ

ベル基礎補強単独で盛土の安定検討を実施し，所定のす

べり安全率や想定した許容残留沈下量が満足されなけれ

ば，図-12の破線枠内の検討を実施する． 

表-3 パラメトリックスタディに用いた地盤定数 

Ap Ac Yt 盛土 砕石 改良体 ジオテキスタイル
単位体積重量　γt  kN/m3 1.03 16.70 20.00 20.00 20.00 13.43 ---

見かけの粘着力　c   kN/m
2

--- --- --- 1000.0 0.0 --- ---
有効せん断抵抗角　 φ ° 51.0 29.1 --- 0.0 40.0 --- ---
限界状態応力比    M 2.098 1.160 --- --- --- --- ---
静止土圧係数　　　　k0 0.223 0.570 0.500 0.500 0.500 0.500 ---
過圧密比　　　　　　OCR 1.00 1.20 --- --- --- --- ---
初期間隙比          e0 15.830 1.440 --- --- --- --- ---
有効ポアソン比       ν' 0.182 0.300 0.330 0.330 0.330 0.330 ---
圧縮指数　　　　　　λ 4.340 0.200 --- --- --- --- ---
膨張指数　　　　　　κ 0.434 0.070 --- --- --- --- ---
鉛直透水係数   ky   m/day 1.21E-02 9.90E-05 8.64E+00 8.64E+00 --- ---
水平透水係数   kx   m/day 6.05E-02 9.90E-05 8.64E+00 8.64E+00 --- ---
変形係数　      E     kN/m2 --- --- 140000 14000 21875 141366 ---
引張剛性         EA    kN/m --- --- --- --- --- --- *1
直径              D       m --- --- --- --- --- 1.0 ---
改良体間隔　　　L　　　m --- --- --- --- --- *2 ---
*1　ジオグリットの引張剛性EAは400，1000，10000，40000計4ケースとした．
*2　改良率10％・20％・30％の改良体間の斜距離l 'は，それぞれ3.96m・2.83m・2.29mとした．

ハリ要素 ジオグリット

不透水層

修正カムクレイモデル
必要なパラメータ

線形弾性 モールクーロン
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図-11 不同沈下低減係数 R とジオテキスタイルの引張剛性EAの関係 
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5.1   改良体強度の検討 

 改良体強度の検討は，図-4のとおりグラベル基礎補強

上に盛土が構築されても，未改良地盤に過剰間隙水圧が

小さく静水圧に近い状態にあることを踏まえ，全盛土荷

重がグラベル基礎補強を介して改良体に集中すると仮定

し，以下の(1)式で検討する． 

 

 

(1) 

 

 

ここに，Fs：設計安全率（≧1.2），quck：改良体の設計

基準強度（kN/m2），  Δp：全盛土荷重（kN/m2），αp：

改良率（%）である． 

 

5.2   盛土の安定性検討 

盛土の安定性検討は，円弧すべり計算によって盛土と

グラベル基礎補強，改良体を含むすべり破壊に対する検

討である．地盤定数は図-6 の考察から，改良体と未改

良地盤は複合地盤とみなした地盤強度の設定が可能であ

ると判断した．複合地盤の強度定数の設定方法は文献 1)

に準拠して検討する．また，図-7 より，盛土に伴うジ

オテキスタイルのひずみは設計引張強さに相当するひず

みを下回っていることを踏まえ，ジオテキスタイルの設

計引張り強さを考慮して，以下の(2)式で検討する． 

 

 

(2) 

 

 

ここに，MD：土塊の滑動モーメント（kN･m/m），MR：

土塊の滑動モーメント（kN･m/m），ΔMR：ジオテキス

タイルによる抵抗モーメント（kN･m/m）である． 

5.3   不同沈下量の検討 

 不同沈下量の検討では，グラベル基礎補強を施した際

に，許容する SG
*（設計者が自ら設定）を満足するため

に必要な EA を算出することである．EA は最終的に図-

11 を用いて，検討した現場条件で得られる泥炭の含水

比，改良率，盛土高に該当する R から読み取る．ここ

で，Rは以下の(3)式にて算出する．SGは文献 3)に記載さ

れている計算式から求める．なお，SG
*については文献

6)によると 20cm 程度でも盛土の安定性に問題がないと

報告されており，この値が設計の目安になると思われる． 

 

 

(3) 

 

 

ここに、R：不同沈下低減係数, SG*：許容不同沈下量

（cm）, SG：グラベル基礎補強が無い場合の不同沈下量

（cm）である． 

 

6.  あとがき 

当該試験施工箇所では従来設計（改良率ap=50%_中層

混合処理工法：MITS工法）と比較して，本工法は直接

工事費で約6割のコスト縮減効果を得た．また，平成28

年6月に㈱ドーコンとの共同出願で特許を取得（特許第

5939721号 発明名称：地盤上の盛土の補強方法、荷重予

定地の補強方法、及び、補強構造）し，NETIS登録に向

けて準備を行っている．現在，北海道横断自動車道や日

高自動車道の道路詳細設計にて本工法による検討が行わ

れている．今後さらに普及を図っていく所存である． 
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超軟弱地盤盛土への挑戦！ 

～養老ＩＣ ３０万ｍ３の盛土を経験して～ 
 

 
長谷川哲也1 

 
1岐阜国道事務所 工務課（〒500-8262 岐阜市茜部本郷1丁目36番地の1） 

 
 

超軟弱地盤上のインターチェンジ建設における，３０万ｍ３の大規模盛土の施工に際し，

施工中及び開通後の路面沈下が大きな課題であった．過去の当該地近辺の盛土施工の難航

事例に鑑み，過去の事例を踏まえた設計手法の検討，不確定要素が内在することを前提と

した設計を補う綿密な施工管理により，軟弱地盤上の大規模盛土工事を完了するとともに，

次工事への応用並びに，発注者のインハウスエンジニアとしての役割について考察を述べ

る． 

 

キーワード：軟弱地盤，動態観測，ＦＥＭ解析，盛土施工方法の合理化 

 

１． はじめに 

現在，国土交通省では，「被災地の復旧・復興」「国

民の安全・安心の確保」「生産性向上による成長力の強

化」「地域の活性化と豊かな暮らしの実現」の4分野が

重点化されており，今後の社会資本整備に当たっては，

特に，生産性向上を導く社会資本ストック効果を重視す

ることにより，我が国の経済成長を支えていくことが重

要とされている． 

その中で，生産性の高い物流ネットワークを構築し，

交通渋滞の緩和等による迅速かつ円滑な物流を実現する

ことで，民間の投資を喚起させることを目的の一つとし，

現在，岐阜国道事務所において，東海環状自動車道（西

回り）（以下，東海環状）の整備を行っているところで

ある[図-1]． 

 

本件は，東海環状のH29年10月開通予定である養老JCT

～養老IC区間[写真-1]において，開通を間近に控え，

最後に立ちはだかる軟弱地盤上の大規模盛土を題材とし

ている．軟弱地盤盛土においては，これまで，盛土後の

沈下量を考慮した設計・施工検討が十分でなかったこと

や，そもそも，軟弱地盤上の盛土構築においては，どう

しても調査設計・施工段階において，不確定要素をはら

むこと等から，想定外の挙動による工事の中断，供用後

の路面不等沈下，排水不良，ひいては，舗装ひび割れ，

破壊，段差発生等の不具合が発生した例が多数報告され

ている． 

そのため，本事業を進める上で，「過去の軟弱地盤盛

土の難航事例を踏まえた設計」，「軟弱地盤盛土の動態

観測を踏まえた施工管理」，「学識経験者の助言を踏ま

えた沈下解析」等の様々な検討を行い，適切な沈下管理

の基，軟弱地盤上の大規模盛土を期限内に構築した． 

本論文は，その事業報告を行うとともに，次工事への

応用並びに，発注者のインハウスエンジニアとしての役

割について考察を述べる．

 
図-1.位置図 

写真-1.養老JCT～養老IC区間斜め写真 
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２． 養老ＩＣの地質と技術的問題点 

 

当該区間は，厚い軟弱層を抱える超軟弱地盤地帯であ

り，過去，名神高速自動車道の盛土工事等においても，

供用後もなお，沈下が進んでいる報告もあることから，

盛土構築に当たり，地盤条件を詳細に把握し，沈下に対

する適切な設計・施工を行うことが最重要となる．以下

に，地質構成から想定される課題と検討項目について述

べる． 

（１）養老IC周辺の地質構成について 

地質構成は下記に示す通りである． 

・２５ｍ以深は，比較的N値の高い洪積層のレキ層で

あり，その上に，沖積層の(下部)粘土層～(中間)砂

層～(最上部)粘土層の順序で分布 

・地表より，洪積層のレキ層までの約２５ｍ程度は，

N値が１以下と超軟弱な地盤が分布[図-2] 

⇒粘性土が厚く，施工中・施工後の圧密沈下が課題． 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（２）技術的課題検討について 

上記，地質状況を踏まえ，施工中及び将来の盛土安定

を確保するため，以下の３点の検討を行った． 

①盛土の安定検討 

②圧密沈下量の検討 

③圧密沈下量に伴う側方変形に対する検討 

（沈下による地盤の引込みによる周辺民地部への影響） 

 

３． 検討内容と設計の考え方について 

（１）盛土の安定検討 

供用時の上載荷重や，圧密沈下促進のための余盛分も

含めた盛土の安定計算を実施し，基礎地盤の滑り破壊を

検証したが，急速施工で盛土を造成し，無対策で安定検

討を行うと，円弧滑り破壊が発生し，安全率を満たさな

い予測となった． 

盛土安定を図るためには，円弧滑り対策として，盛土

端部（民地境界部）に深層混合処理が必要と考えた．

[写真-3] 

（２）圧密沈下量の検討 

許容残留沈下量の設定については，過去の事例等より，

開通後のオーバーレイで対応可能な頻度，沈下量として，

『供用後3年間で10cm以下』に設定し，沈下計算を実施

した． 

 

 

現況軟弱地盤に対し，無対策で計画高の盛土を行うと，

圧密沈下量は最大約160cmで，許容沈下量を満たすまで

に，約1,400日（3.6年）もの放置期間が必要との検討結

果となった． 

過去の事例等から，無対策で圧密させた場合に，残留

沈下が大きく発生した旨の報告が多くされており，また，

本現場の圧密層は，超軟弱で層も厚いことから，圧密沈

下促進工法（バーチカルドレーン工法）を採用し，より

確実に，期間内に圧密沈下を完了させる計画とした． 

圧密放置期間を3ヶ月と設定し，補助工法のドレーン

配置を70cmピッチで配置することで，H29開通目標を満

足する計画とした．[写真-2] 

図-2.養老IC地質図 

図-3.許容残留沈下量イメージ図 
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（３）圧密沈下に伴う側方変形に対する検討 

養老ICは，田んぼの真ん中に計画されたICであり，隣

接する田は耕作を継続している．そのため，沈下による

周辺田畑の引き込み影響が大きな課題である． 

無対策の状態の検討結果は[図-4]のとおりであり，側方

影響３０ｍ程度，法尻で４０ｃｍ程度沈下する結果と

なった． 

 

 

上記①で民地境界部に深層混合処理が必要と述べたが，

民地への側方流動を遮断しても，深層混合処理が必要と

なったため，総合して必要強度を設定し，施工すること

とした． 

 

 

 

４． 設計を踏まえた現場施工管理 

（１）施工管理方法について 

設計段階では，種々地質調査を実施し，前述した技術

的課題について，地盤改良等の対策を講じるが，軟弱地

盤上に盛土を構築する場合，設計での地質定数及び施工

段階での施工手順等，前提条件に多くの不確定要素が内

在しているため，施工段階で得られる動態観測等により，

その不確定要素を検討し，盛土を確実に完成させるため

に情報化施工を以下のとおり実施した．[図-5] 

①盛土の安定検討 

 盛土内に「沈下板」を，官民境界に「地表面変位杭」

を設置し，日々の盛土施工において，沈下量，変位量

を測定し，設計の妥当性を検討した． 

②圧密沈下の検討 

「沈下板」により沈下量を測定し，最終沈下量予測から，

設計の妥当性を検討した． 

③圧密沈下に伴う側方変形に対する検討 

「地表面変位杭」にて，盛土施工に伴う変位量を測定し，

民地への影響について，設計の妥当性を検討した． 

 
 

（２）現場施工の計測と検証について 

上記に示す情報化施工を実施し，計測値について，

｢①盛土の安定検討｣，｢③圧密沈下に伴う側方変形に対

する検討｣については，ほぼ設計値以内に収まった．｢②

圧密沈下の検討｣においては，想定通りとならず，当初

設計において，最大断面の沈下量は160cm程の予測で

あったが，盛土立ち上げ途中において，既に，当初想定

の沈下量を超える不測の結果が得られた．以下に，本対

策について，詳述する． 

a）設計と観測結果の相互の解析について 

本施工箇所は，インターチェンジのため，単路部と異

なり，盛土形状が複雑であることに加え，軟弱地盤内に

中間砂層が介在している．現場にて通常行う『双曲線法』

解析では，[図-6]のとおり，日々の盛土立上げ量と沈下

量を測定し，測定して出来た沈下曲線から，将来沈下量

を予測するものであるが，１軸的な解析であることから，

本沈下解析のみでは，本現場の複雑な挙動を適切にとら

えることができないと判断した． 

写真-3.軟弱地盤の課題と対策工まとめ 

図-4.側方影響模式図 

図-5.動態観測平面図 

写真-2.バーチカルドレーン施工とイメージ図 
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このため，一般的に行う『双曲線法』による将来沈下

解析と併せて，『二次元FEM解析』を追加で行い，施工

の検討を行うものとした． 

また，本解析を行うに当たり，解析手法，モデル設定，

パラメータ設定が，予測値の精度を大きく左右するため，

岐阜大学との連携協力に関する協定書より，学識経験者

の助言を伺いながら進めることで，合理的かつ確実な施

工を目指した．[写真-5] 

 

 

b）二次元FEM解析について（モデル構築） 

二次元FEM解析は，以下の点で，より現場条件を再現

した解析手法といえる． 

・複雑なＩＣ盛土の挙動を，二次元的に把握可能 

・現場における載荷条件（時系列）を表現可能 

以下ステップにより，解析の流れを示す． 

【STEP１】モデルの設定 

二次元FEM解析を行うにあたり，解析に使用するプロ

グラム選定を行い，過去の使用実績・現場条件の再現性

等から，「ＤＡＣＳＡＲ（関口・太田モデル）」を採用

することとした．[図-7] 

 

【STEP２】解析断面設定 

解析断面は，動態観測位置を踏まえて、以下、２断面

を設定した．[図-8] 

＜解析断面Ａ＞[図-8(2)] 

条件：最も高盛土となる断面であり，盛土下地盤が，両

側を深層混合改良体にて側部拘束されたモデル 

＜解析断面Ｂ＞[図-8(3)] 

条件：盛土下地盤が，片側を深層混合改良体にて側部拘

束されたモデル 

 

 

 
 

 
 

 

【STEP３】解析実施 

 解析を行ったところ，解析結果では，現場の実挙動に

比べ，沈下量は小さく，また，沈下スピードが遅い結果

となり，合致しなかった．（H28.12時点で，現場2.8m沈

下に対し，FEM解析1.1m[沈下差は1.7m]） 

そのため，原因分析を行い，以下２点の改善を実施 

・（改善１）地盤定数の再設定 

・（改善２）盛土施工条件の再設定 

 

解析断面Ｂ：深層混合処理にて片側拘束 

図-6.双曲線法 判断イメージ 

写真-5.岐阜大学の学識経験者との打ち合わせ状況 

解析断面Ａ：深層混合処理工にて両側拘束 

図-8(1).FEM解析 平面図 

図-8(2).FEM解析 断面A設定 

図-8(3).FEM解析 断面Ｂ設定 

図-7.FEM解析モデルについて 
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【STEP４】（改善１）地盤定数の再設定 

 精度のよい解析結果を得るためには，換算式の値では

なく，極力，直接試験で得た値を使用すべきである． 

 本解析により，多数のパラメータを使用するが，特に

影響の大きものを分析し，以下，再設定を行った． 

・φ‘（有効せん断抵抗角）： 

多くのパラメータに影響を与える重要なパラメータ

であり，一般手法として，換算式からの推計値で

あったが，解析結果への影響が大きいと判断し、追

加地質調査を行い，直接試験である三軸圧縮試験か

らデータを抽出した． 

⇒結果：実試験値から換算値へ変更し精度向上した． 

・地盤定数設定のデータ領域： 

地盤定数は，養老地区全域のデータではく，養老IC

部のみのデータを限定使用し，統計的処理にて定数

を設定した． 

⇒結果：全域のデータと、養老IC部のみのデータで，

大きな差は発生しなかったため，若干の精

度向上に留まった． 

・中間砂層の変形係数Eの設定： 

変形係数Eは，粘性土の間に存在する中間砂層が，

上載荷重に対して示す，版的な剛性である．一般的

には，道路橋示方書により，孔内水平載荷試験結果

及びN値からの推計値であるが，実現場と照らしあ

わせると，版強度の評価が過大と想定されるため，

『地盤変形解析における水平変位の評価法に関する

研究・調査（地盤工学会）』による過去の研究・調

査から版強度を下げて設定する方針とした． 

・ドレーン設置による砂層剛性の評価： 

さらに，実現場においては，バーチカルドレーン

が700mmピッチで打設されているため，その打設に

伴う版の強度低下を考慮した変形係数の再設定が必

要と分析し，その打設に伴う砂層の剛性変化の影響

を評価した． 

強度低下の評価方法は，確立していないが，学識

経験者の指導のもと，以下の手法で低減した．  

 「解析断面Ａ」・・深層混合改良工により中間砂層が 

変形拘束され，荷重伝搬に対する版剛性の影響が小

さい．さらに，ドレーン設置により密度増加され，

中間砂層の剛性低下はないと仮定した．[図-9(1)]

 

 「解析断面Ｂ」・・深層混合改良工が片側のみであり，

中間砂層が拘束されていないため，版的な挙動に対

する剛性が明らかに低下するものとし，変形係数の

低減を行う．（配置間隔から85%に低減）[図-9(2)] 

 

 

⇒結果：大きく精度向上した．[沈下差は1.3m] 

 

【STEP５】（改善２）盛土施工条件の再設定 

STEP４までにおいて，大きく改善したものの，依然と

して現場の挙動に合致しないため，再度，盛土の施工条

件を見直したところ，計画高まで盛上げる上で，盛土施

工時の沈下分の追加土量が，解析において条件設定され

ておらず，解析と現場が乖離していたことが判明し，見

直しを行った． 

⇒結果：概ね傾向が一致した．[沈下差は0.4m程] 

 

以上より，解析結果と実現場条件を熟考し，原因を推

察し，設計条件の妥当性の検証を行うことで，適切な解

析モデルを構築させた． 

 

c）残留沈下量の最終判断について（結果） 

最終的に盛土の圧密完了後，圧密促進のために余分に

盛土していた余盛り土量の撤去を行う．一般的に盛土の

圧密完了の判定は，双曲線法での解析結果から行うが，

本現場においては，前述した実挙動に合致したFEM解析

での残留沈下量の確認を行い，余盛りを撤去するタイミ

ングの判断を行った． 

上記判断を行うため，先に述べた２断面にて検証を

行い，以下のとおり，双方の断面で，供用後3年で10cm

以下の沈下量を満足する結果となった． 

 

＜解析断面Ａ＞[図-10(1)] 

条件：両側を深層混合改良体にて側部拘束されたモデル 

結果：供用後3年で，3.3cm沈下（≦10cm）  

 

＜解析断面Ｂ＞[図-10(2)] 

条件：片側を深層混合改良体にて側部拘束されたモデル 

結果：供用後3年で，6.7cm沈下（≦10cm） 

 

 
図-9(1).中間砂層の剛性低下について【断面A】 

図-9(2).中間砂層の剛性低下について【断面B】 

断面Ａ 

断面Ｂ 
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（３）今後の展開～次施工区間のコスト縮減～ 

 今回，養老ICでのFEM解析において構築した解析モデ

ルを元に，今年度，詳細設計中の養老海津地区の軟弱地

盤解析に反映させることで，より合理的な軟弱地盤対策

工の立案ならびに地盤変位の精度向上を図ることが可能

となる． 

今回工事を行った養老ICに比べ，養老海津区間は，さ

らに長区間の軟弱地盤盛土であり，本件同様，用地境界

の影響遮断壁等，大規模な地盤改良が必要となることか

ら，今回の解析をフィードバックした合理設計により大

きなコスト縮減が見込まれる． 

さらに，今後は以下の点に注意して施工を進めること

が重要と考える． 

a)データの記録，継続調査 

これまで工事において蓄積したデータを，今後，確実

に引き継いでいくため，施工記録を電子化し，保管の徹

底を行っている．また，工事が完了しても，所内の定期

観測業務等を活用し，継続観測を行っており，予測値と

の整合をモニタリングしていく． 

b)適切な事前地質調査の実施について 

今回の養老ICにおいて，特筆すべきこととして，十分

な地質調査が行われておらず，追加ボーリング調査を実

施し，設計条件を再設定したことが挙げられる．適切な

事前の地質調査を行い，合理的な設計を行うことで， 

コスト縮減が図られると考える． 

C)ICTの導入について 

今回は，GPSを用いた盛土締め固め管理等，部分的な

ＩＣＴ導入に留まったが，先線区間においては，測量・

設計から，施工，管理までの全てにＩＣＴを導入する，

｢I-Construction｣の活用を目指すことが重要である． 

また，今回は，沈下版での沈下管理としたが，ＩＣＴ

を導入し，面的な沈下管理を行うとで，より正確に，３

次元的に沈下の流れが把握でき，沈下解析にも有利にな

るよう施工検討を行う． 

 

５． まとめ 

軟弱地盤上の盛土は，最新の知見で計画しても，どう

しても調査設計・施工段階に不確定要素が内在するため，

過去の事例等を鑑みても，困難な現場施工となることが

多い．本現場においても，当初設計時に想定した沈下量

を大きく超える沈下量が発生したが，その沈下挙動を正

確に把握するため，FEM解析を追加で実施し，また学識

経験者と連携して進める等，追加対策を講じることで，

適切な沈下管理の基、軟弱地盤上の盛土を期限内に構築

することができた． 

本事業を進める中で、合理的な設計施工のため、事前

調査段階において，適切で十分な地質調査を心がけるこ

とが，重要なことだと痛感した。 

今回のこれらの検討結果を次工事の設計に反映させる

ことでコスト縮減等合理的な設計施工に繋がると考える． 

 

６． 最後に～インハウスエンジニアとして～ 

公共事業として社会資本整備を担っている我々職員は， 

最も経済的で，合理的な手法にて，公共施設の調達をす

べきである．本件のような不確定要素をはらむ案件にお

いては，設計の課題をとらえ，過去の事例，現場条件を

的確にとらえることが重要である．そして、事前の地質

調査，解析方法等技術的判断に加え，学識経験者等，人

的資源との連携を行い，事業を適切にマネジメントして

いくことが発注者の責務と考える． 

 このために，日々業務で直面する課題に対応できるよ

う，技術的能力を研鑽し，更なるインハウスエンジニア

の資質を高めることが必要であると考える． 

 また，今回の施工にあたり，自身も地盤工学を勉強す

るいい機会となり，土木に理解を深める良い機会となっ

たため，人材育成の観点で，今回学んだことを後輩に伝

え，指導していくこともあわせて行っていく所存である． 
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感謝の意を表し，本報告を終わります． 

 

 

 

解析断面Ａ 

図-10(1).FEM解析 断面A：結果 

図-10(2).FEM解析 断面B：結果 

解析断面Ｂ 
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